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人権
考え方

▲

方針
■ 基本的な考え方

社会

当社グループがステークホルダーに対する人権尊重の
責任を果たすため、当社グループのすべての役員と
従業員に適用するとともに、当社グループの事業、製品、
サービスに関係するすべての取引関係者などに対しても、

2022年に新たに策定した「日本郵船グループ人権方針」
を遵守するよう働きかけていきます。
本方針は2022年11月24日の取締役会で承認を得て、
策定・開示しています。

日本郵船グループは、基本理念として“Bringing value to life.”を掲げ、経営方針※1では、社会とともに事業活動を.
遂行する良き企業市民として積極的に社会の課題に取り組み、環境の保全をはじめとして、より良い地球社会の実現
に貢献することを約束しています。持続可能な社会の実現に真に貢献していくために、日本郵船グループは、自らの
事業活動において影響を受けるすべての人々の人権が尊重されなければならないことを理解し、その責務を.
果たす指針として、2011年6月に国連人権理事会で採択された「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づく、「日本郵船
グループ人権方針」（以下「本方針」という。）をここに定め、人権尊重の取り組みを推進していきます。

日本郵船グループ人権方針	

1. 人権に対する基本的な考え方
日本郵船グループは、すべての人々の基本的人権について規定した「国際人権章典」（「世界人権宣言」、「市民的
および政治的権利に関する国際規約」、「経済的、社会的および文化的権利に関する国際規約」）、および「労働における
基本的原則および権利に関するILO宣言」※に加え、賃金や労働時間など労働者の人権に関する諸条約、「OECD
多国籍企業の行動指針」、「先住民族の権利に関する国際連合宣言」などの人権に関わる国際行動規範を支持し尊重
します。また、その署名企業として、国連グローバル・コンパクトの10原則を支持し尊重しています。
本方針は、日本郵船グループがステークホルダーに対する人権尊重の責任を果たすために、グループ企業理念※2、
グループ企業行動憲章※3、行動規準※4、ならびに関連する社内方針・規則等に基づく人権尊重の取り組みを約束する
ものです。
※ �中核的労働基準である「児童労働の禁止」「強制労働の禁止」「差別の撤廃」「結社の自由・団体交渉権の承認」
「安全で健康的な労働環境」の尊重を含みます。

2. 適用範囲
本方針は、日本郵船グループのすべての役員と従業員に適用します。また、日本郵船グループの事業、製品、サービスに
関係するすべての取引関係者等に対しても、本方針の遵守を求めます。

3. 人権尊重の責任
日本郵船グループは、自らの事業活動が直接的または間接的に人権への負の影響を及ぼす可能性のあることを理解し、
自らの事業活動から影響を受ける人々の人権を侵害しないこと、自らの事業活動において人権への負の影響を引き
起こしまたはこれを助長した場合には是正に向けた適切な対応をとることにより、人権尊重の責任を果たします。
取引関係者等による人権への負の影響が、日本郵船グループの事業、製品、サービスに関連していることが疑われる
場合には、再発を防止するために、当該関係者とともに適切な対応をとります。

4. 人権デュー・ディリジェンス
日本郵船グループは、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に則した人権デュー・ディリジェンスの仕組みを構築し、
日本郵船グループがステークホルダーに与える人権への負の影響を特定し、その防止および軽減を図ります。

人権
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人権

5. 対話・協議
日本郵船グループは、本方針を実行する過程において、独立した外部からの人権に関する専門知識を活用すると
ともに、ステークホルダーとの対話と協議を誠実に行います。

6. 教育・研修
日本郵船グループは、本方針がすべての事業活動に組み込まれ、効果的に実行されるよう、役員、従業員に対して
適切な教育・研修を行うとともに、取引関係者等に対しても本方針の理解獲得に向けた取り組みに努めます。

7. 救済
日本郵船グループの事業活動が、人権への負の影響を引き起こしたことが明らかになった場合、あるいは取引関係者等
を通じた関与が明らかになった、または関与が疑われる場合には、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」をはじ
めとした国際行動規範に基づいた対話と適切な手続きを通じてその救済に取り組みます。

8. 責任者
日本郵船グループは、本方針の実行に責任を持つ執行役員を明確にし、実施状況を監督します。

9. 情報開示
日本郵船グループは、人権尊重の取り組みの進捗状況およびその結果を、ウェブサイト等で開示します。

10. 適用法令
日本郵船グループは、事業活動を行うそれぞれの国または地域における法と規制を遵守します。国際的に認められ
た人権と各国の法令に矛盾がある場合には、国際的に認められた人権の原則を最大限に尊重するための方法を追
求します。

本方針は、当社の取締役会の承認を得ており、代表取締役社長・社長執行役員により署名されています。

2022年11月24日
日本郵船株式会社

代表取締役社長・社長執行役員
長澤　仁志

※1	「経営方針」https://www.nyk.com/profile/mission/
※2	「グループ企業理念」https://www.nyk.com/profile/mission/
※3	「グループ企業行動憲章」https://www.nyk.com/profile/credo/
※4	「行動規準」https://www.nyk.com/profile/charter/
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■ 人権の尊重
当社は、事業活動に関係するすべての人の基本的人権を.
尊重し、多様な価値観や異文化を認め合い、尊重すること.
を企業活動の基盤であると考え、全社員が日々の業務.

活動の中で指針とすべき「日本郵船株式会社  行動規準」
の中に次のように人権の尊重を掲げています。

４－１	人権の尊重、差別の禁止
人権を尊重し、人種、信条、宗教、性別、性的指向・性自認、国籍、年齢、出身、心身の
障害、病気等の事由いかんを問わず差別をしません。

4－2	 ハラスメントの禁止
人の尊厳を傷つけるような誹謗や中傷、ハラスメントとなるような行為を行いません。

4－3	 各国・地域の文化等の尊重
各国・地域の文化、慣習、言語を尊重し、国際社会や地域社会との調和に心掛けます。

4－4	 強制労働、児童労働の禁止
当社は、強制労働、児童労働等の非人道的な雇用は行いません。また、そのような
行為を行う企業とは取引をしません。

4－5	 公正な人事・処遇制度の構築と運用
当社は、雇用、配置、賃金、研修、昇進等の取り扱いについて、機会均等を図り、
国際条約や、各国・地域の法令に定められた労働者の権利保護に留意し、労働協約
その他の取り決めを守ります。

日本郵船株式会社 行動規準 第4章 人権、多様な文化の尊重（抜粋）

参照：「日本郵船株式会社 行動規準」（P.6）
	 https://www.nyk.com/profile/pdf/code_of_coduct.pdf

さらに、当社グループは英国現代奴隷法に対応し、奴隷労働及び人身売買に関する声明を開示しています。

参照：「取引先に対するCSRガイドライン」（P.6）

参照：「日本郵船株式会社　奴隷労働及び人身売買に関する宣明書」
	 https://www.nyk.com/csr/pdf/2018_msa_statement_jp.pdf

【人権の尊重、差別の禁止】
人権を尊重し、人種、信条、宗教、性別、性的指向・性自認、国籍、年齢、出身、心身の障害、
病気、社会的身分等を理由とする差別を行わない。

【非人道的な扱いの禁止】
人の尊厳を傷つけるような行動（誹謗や中傷、ハラスメントなど）が行われないよう、一切
の非人道的な扱いを禁止する。

【各国・地域の文化等の尊重】
各国・地域の文化、慣習、言語を尊重し、国際社会や地域社会との調和に心掛ける。

【強制労働、児童労働の禁止】
強制労働、児童労働等の非人道的な雇用の撲滅、適正な賃金支払の確保に努める。また、非人
道的な雇用を行う企業とは取引をしない。

【労働者の基本的権利の尊重】
国際条約や各国・地域の法令に基づき定められた労働者の権利（団体交渉権や結社の自由
を含む）を尊重する。

取引先に対するCSRガイドライン  Ⅲ人権、多様な文化の尊重（抜粋）

また、当社グループはグローバルな事業活動を展開する
上で、サプライチェーン全体での強制労働、児童労働、
環境破壊行為などの世界的な社会問題に関し、「取引先

に対するCSRガイドライン」を掲げ、お取引先の皆さまへ
のご理解とご協力をお願いしています。
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人権

体制

▲

責任と体制
■ 推進体制
人権への取り組みをはじめとする、ESG経営の全社的な
方針を決定するため、2023年4月よりESG経営推進
委員会の後継となるESG戦略委員会を設置しています。
ESG経営戦略委員会は2023年度より毎月開催し、ESG
戦略担当役員であるESG戦略本部副本部長を委員長に
各本部を代表する執行役員と外部有識者で構成されて
います。ESG戦略委員会ではESGに係る議題を討議し、
その内容をESG戦略本部に報告、ESG戦略本部から.
経営会議、取締役会に提言する体制をとっています。また、
ESG戦略本部の下部組織の一つとして国連グローバル・
コンパクト推進委員会※1を設置しており、そこで事前の
討議を行った上でESG戦略本部へ提案を行う形として
います。この体制のもと、経営層のリーダーシップおよび
コミットメントを基礎に、ESG戦略委員会およびESG
経営グループやその他関連部署が連携しながら人権尊重の

取り組みを推進しています。2022年度は、当社の人権に
対する取り組みの報告や人権方針策定を審議し、具体的に
実施した内容を共有した上で、今後も人権に対する着実な
取り組みを進めることを確認しました。また、人権方針
策定について経営会議および取締役会に提言、人権方針
実行の責任者について議論し、承認されました。さらに、
当社の人権尊重の取り組みを強化するため、専門的知見を
有する第三者機関（経済人コー円卓会議日本委員会、
以下「CRT日本委員会」※2）からの助言を定期的に受け
ています。取り組みの各フェーズにおいて第三者による
専門的知見を適用することで、取り組みにおける客観性と
正当性の担保に努めています。人権尊重の取り組み実施へ
向け、CRT日本委員会との定例ミーティングを月に二回
程度開催しています。

※1 国連グローバル・コンパクト推進委員会
2010年に設置されたグローバル・コンパクト推進委員会を2023年度より改組。当社および当社グループ会社における国連グローバル・コンパクトの推進とそれに基づく
体制の整備を目的とし、3か月に一度の頻度で開催。グローバルを対象としたHRサーベイや人権デュー・ディリジェンスのプロセスなどを通じて、国連グローバル・ コンパ
クトに反する恐れのある業務執行および事実等について調査し、事実を認定し、是正のために必要な措置を協議の上、決定する。 

※2 �経済人コー円卓会議日本委員会（CRT日本委員会）  
ビジネスを通じて社会をより自由かつ公正で透明なものとすることを目的としたグローバルネットワーク。ビジネスと人権の取り組み支援を行う。

体制図

取締役会
議長：取締役会長

経営会議
議長：代表取締役社長・社長執行役員

ESG戦略本部
責任者：本部長

ESG戦略委員会
委員長：ESG戦略本部  副本部長

ESG経営グループ
責任者：ESG経営グループ長

会　　長：ESG経営グループ長
主管部署：ESG経営グループ
共管部署：人事グループ、法務フェアトレード・推進グループ

国連グローバル・コンパクト推進委員会
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人権

▲

苦情処理メカニズム
当社では、当社グループの全従業員が使用できる複数の
窓口を設置し、権利侵害の可能性のある相談に迅速に
対応しています。
当社では、「郵船しゃべり場」「ハラスメント方針・相談窓口」.
「内部通報窓口」「育児介護相談窓口」を設置しています。
さらに、相談受付担当部署への直接相談や社外弁護士
へ匿名で直接相談することもできる体制を整えています。
これらを通じて、内部通報だけでなく、職場で従業員が
抱える人権や差別、ハラスメントに関わるあらゆる問題
など、さまざまな通報・相談を希望に応じて記名または
匿名で受け付け、問題の早期発見、解決、是正を図ってい
ます。2019年度には新たに「LGBT相談窓口」を設置し、
LGBTの方や関係者が職場で働くにあたっての悩みや
困りごとを相談できる体制を整えました。
相談や苦情は提起された内容に関連する部署に通知

され、公正性をもって調査されるとともに、社内手続きに
基づき是正措置が講じられます。
これらの相談窓口について、社内ポータルサイトや研修を
通じて従業員に対して周知を図っています。人権週間に
は当社掲示板での紹介も行っています。
また、相談に際しては、相談者およびその関係者の秘密
を厳守し、不正な目的による場合または不適当な方法に
よる場合を除き、報告や相談をしたことによって会社より
不利益な処遇がなされないことを保証しています。
さらに、当社ウェブサイトの「お問い合わせフォーム」を
通じて、当社グループのサービスに関するお問い合わせ
だけではなく、人権に係る懸念や相談を取引先（従業員含む）、
地域社会およびお客さま等あらゆるステークホルダー
から受け付けています。お問い合わせに際しては、相談者の
プライバシーを保護し、適切な機密性を確保しています。

取り組み

▲

人権デュー・ディリジェンス
当社グループは、自らの事業活動（サプライチェーンを.
含む）が直接的または間接的に人権への負の影響を
及ぼす可能性があることを理解し、国連の「ビジネスと
人権に関する指導原則」に詳述される手順に従い、人権
デュー・ディリジェンスを行っています。具体的には、当社
グループの事業活動による実際のまたは潜在的な人権に

対する負の影響を特定・評価し、負の影響を防止または
軽減するために実態を把握した上で、適切な手段を通じた.
是正を行います。その後、実効性の追跡評価を行い、.
その進捗ならびに結果について外部に開示するといった
継続的なプロセスを実施しています。

2022年、当社グループの人権デュー・ディリジェンスの
推進にあたり、Verisk Maplecroft社（以下、「VM社」）※

の協力を得て、当社グループが事業およびサービスを通
じて人権侵害を引き起こす、または加担する可能性のある
人権リスクの把握を進めました。実施にあたっては、
自動車物流業、外航海運業（船員）、船舶解体業（解体
作業員）の3つの事業を対象とし、これらの事業を展開
する国・地域を考慮の上、事業において特に懸念される
人権リスクを評価しました。
さらに、VM社のリスク評価結果に対して当社グループの.
実態に即した意見を得るべく、2022年6月に5つの関連
本部10グループの管理職を対象とした人権デュー・
ディリジェンス（DD）ワークショップを、CRT日本委員会※

の協力を得て実施しました（26名参加）。ここでは、.

アセスメントの対象とした上記3つの事業以外に、当社の
サプライチェーンに該当する造船業および港湾物流業
も議論の対象としました。参加者は自身の経験・意見を
共有しながら、バリューチェーンの各フェーズにおける
実務上で懸念される人権リスクを自ら洗い出し、整理
および分析しました。このワークショップでは、国内外に
おける間接委託先における実態把握が十分ではないこ
となど、今後の人権リスクの管理に向けた懸念や課題も
共有されました。また、日本国内に限らずグローバルに
広がる自社のサプライチェーンに係る人権リスクに目を
向けることの重要性も指摘されました。
これらのVM社リスク評価および人権DDワークショップを
通じて、当社グループにとっての顕著な人権課題を特定
しました。

■  顕著な人権課題の特定
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客観的データに基づき、 各事業展開図 ・ 地域を考慮し、 各事業に関連する人権リスクを評価

対象国 ・ 地域 人権リスク指標

船籍
アメリカ地域
南アジア ・ オセアニア地域
ヨーロッパ ・ アフリカ地域

・ 児堂労働
・ 適正賃金
・ 適正な労働時間
・ 職場における差別
・ 結社と団体交渉の自由
・ 移民労働者
・ 現代奴隷

・ 労働安全衛生
・ 土地 ・ 財産 ・ 住宅の権利
  （コミュニティヘの影響）
・ プライバシーの権利
・ 救済へのアクセス
・ 先住民の権利
・ 治安部隊と人権

ヨーロッパ ・ アフリカ地域
南アジア ・ オセアニア地域
アメリカ地域
東アジア地域

南アジア ・ オセアニア地域

24カ国
15カ国
6カ国
5カ国

2カ国
1カ国
1カ国

1カ国

実施目的

対象事業

外航海運業

自動車物流業

船舶解体作業

VM社による
アセスメント

バリューチェーンの各フェーズにおける実務上で懸念される
人権リスクを洗い出し、 整理および分析を基に、 社内の視点を
踏まえ、 実態に即して人権リスクを評価

2022年6月30日（木）

・ 技術本部（海務グループ、 工務グループ、 技術本部統括グループ、 
  環境グループ）
・ 自動車輸送本部（自動車物流グループ）
・ ライナー＆ロジスティック事業統括本部（港湾グループ）
・ 経営企画本部（企画グループ）
・ 総務本部（人事部、 法務・フェアトレー ド推進グループ）
・ ESG経営推進グループ
計26名

・ VM社アセスメント結果
・ 2021年度ステークホルダーエンゲージメントプログラム運輸・
  物流業における重要な人権課題
・ IHRB 「The Ship Lifecycle: Embedding Human Rights
  from Shipyard to Scrapyard」

実施目的

実施日

参加部署

業種

ステーク
ホルダー 作業員

造船業

港湾労働者

港湾事業

作業員

自動車物流業

船員

外航海運業

作業員

船紐解体業

懸念される
人権課題

・ 適正貸金
・ 職場における
　差別
・ 結社と団体交渉
　の自由
・ 移民労働者
・ 現代奴隷
・ 労働安全衛生

・ 適正な労働時間
・ 職場における
　差別
・ 移民労働者
・ 労働安全衛生

・ 適正賃金
・ 適正な労働時間
・ 現代奴隷
・ 労働安全衛生

・ 適正賃金
・ 適正な労働時間
・ 職場における差別
・ 移民労働者
・ 現代奴隷
・ 労働安全衛生
・ 土地・財産・住宅
　の権利
・ プライバシーの
　権利
・ 救済へのアクセス

・ 適正賃金
・ 適正な労働時間
・ 職場における差別
・ 結社と団体交渉
   の自由
・ 労働安全衛生
・ 土地・財産・住宅
　の権利
・ 救済へのアクセス

参加資料

人権DD
ワークショップ

人権課題の
特定

人権

今後、特定された顕著な人権課題に関する当社の取り
組みを整理するとともに、この人権課題に対する理解を
グループ会社および取引先と共有しながら実態の把握を.
進めていきます。また顕著な人権課題は、地政学リスクに

よっても変化しうることから、緊急性の高い人権課題や、
新たな人権課題をいち早く認識することのできる仕組み
の構築も進めていきます。

※ �Verisk Maplecroft社 
グローバルリスク分析・リサーチ・戦略予測のリーディングカンパニー

※ �経済人コー円卓会議日本委員会（CRT日本委員会） 
ビジネスを通じて社会をより自由かつ公正で透明なものとすることを目的としたグローバルネットワーク。ビジネスと人権の取り組み支援を行う。

顕著な人権課題の特定手順
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■ 外航海運業（船員）
船員と人権との関わりは、船上勤務時とその前後に分けて
考えることができます。乗船前には自身の乗船希望を
倫理的な募集・採用活動の下で示すことができ、併せて
船上で必要となるスキルについて適切なトレーニングを
受ける必要があります。また、長期間にわたる船上勤務に
おいては、メンタルヘルスを含めた労働安全衛生が確保
され、結社と団体交渉の自由や自身の苦情提起に対して
救済へのアクセスが確保されるとともに、定められた

期間内に勤務が終了する必要があります。24時間を船上で
過ごす船員にとってはプライバシーが確保されることも
重要です。さらに下船後の家族との時間においては、長く
家を留守にする乗船業務に対して家族の理解を得つつ、
自身と家族の将来設計を立て生活権の向上を図る必要が
あります。以下では、これらの側面における当社の船員の
人権尊重に向けた取り組みを紹介します。

船員の募集・採用から船上勤務、下船までの流れ

船舶管理会社
マンニング会社
(NYKSMなど）

NYK

マンニング代理店

乗船前・休暇中※
4,437名

　船上勤務※
6,185名 下船・休暇中

人権課題（権利侵害を防ぐ取り組み）

その他（権利の伸長を目指した取り組み）

エンゲージメント
金融サービスへのアクセシビリティ

救済へのアクセス
職場における差別（女性）

結社と団体交渉の自由
適正な労働時間

労働安全衛生倫理的な採用活動
プライバシーの権利

※ 2022年12月時点のマンニング会社（NYKSMなど)が手配する船員数

雇用契約

Instruction to
Manning Agent

それぞれにおける当社グループの取り組みの内容は、以下の通りです。

船員の基本的権利や船上における労働安全衛生は
2013年8月20日に発効した国際条約MLC（Maritime 
Labour Convention, 2006（ILO海上労働条約））に
定められており、国際航海に従事する総トン数500トン
以上の船舶に対し、遵守することが義務付けられています。
MLCでは16の遵守すべき項目が規定されており、旗国と.

船舶所有者はそれぞれの項目を確実に実施する措置を
取ることが求められています。旗国と船舶所有者が実施
する具体的措置は、それぞれDMLC※ Part IとDMLC 
Part IIに記載され、DMLC Part IIについては旗国による
承認を得ます。

人権尊重のためのマネジメント

▲

人権マネジメント状況の確認
特定した顕著な人権課題について、当社のマネジメント状況を確認する目的で、関係会社および部署に対する.
インタビューを進めています。
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当社では2002年7月1日に発効されたISMコード（国際
安全管理規則）に基づき構築された安全管理システム 

（SMS）にMLCの要件を組み込み、システム化、マニュアル
化することで確実に遵守できるような運用を行ってい
ます。

また、当社ではこのような運用を通じて、当社グループ
管理船における船員の人権尊重を実現するとともに、
NAV9000という当社独自のアセスメントを通じて、
船舶管理会社（毎年）とその管理船（3年で1巡）における
MLC遵守状況を確認しています。

※ �DMLC 
Declaration of Maritime Labour Compliance。 
MLCの要求事項について旗国および船舶所有者がどのように遵守するかをまとめたもの。

参照：「安全基準NAV9000」
	 https://www.nyk.com/esg/social/nav9000/

①	 最低年齢
②	 健康証明書
③	 船員の資格
④	 船員の雇用契約
⑤	 免許を与えられ、資格証明を受け、又は規制された民間の船員の募集及び職業紹介のための機関の利用
⑥	 労働時間及び休息時間
⑦	 船舶の配乗水準
⑧	 居住設備
⑨	 船舶におけるレクリエーション用の設備
⑩	 食料及び料理の提供
⑪	 健康及び安全並びに災害の防止
⑫	 船舶における医療
⑬	 船舶内における苦情に関する手続
⑭	 賃金の支払
⑮	 送還のための金銭上の保証
⑯	 船舶所有者の責任に関する金銭上の保証

労働者が搾取されることのない倫理的な採用活動に対
する世界的関心が高まっています。MLC Reg.1.4には 

「免許を与えられ、資格証明を受け、又は規制された民間の
船員の募集及び職業紹介のための機関の利用」が規定 
されている他、MLCのStandard A1.4.5(b)は、船員の
搾取を禁じています。
この「民間の船員の募集及び職業紹介のための機関」、
つまり、船員を募集する人材派遣会社はマンニング代理店
と呼ばれます。マンニング代理店は、船舶管理会社または
マンニング会社の依頼を受けて船員を募集採用し、船主
あるいは船舶管理会社に代わり、船員との雇用契約を
代行します。よって船員は、船主あるいは船舶管理会社の

直接雇用下にあるものの、このすべての雇用契約には、
マンニング代理店が関与することになります。マンニング
代理店は、各国の監督官庁の監査を経てライセンスを発
給されます。国の監査に通らない会社に対してマンニン
グライセンスが発給されることはありません。
グループ管理船に配乗される船員の数は、当社運航船
全体において用いられる船員の57%を占め、2022年
12月時点で10,000名を超えます。その国籍は、日本、
フィリピン、インド、クロアチア、ルーマニア、インドネシア、
中国、ベトナム、ロシア、ミャンマー、ナイジェリア、アンゴラ、
パナマ、シンガポール、エチオピアの15か国に及びます。

人権尊重の取り組み
● �倫理的な採用活動
マンニング代理店による倫理的な採用活動を確認しています。

NYKグループ船舶管理会社管理船への船員数

MLCに則り旗国と船舶所有者が遵守すべき項目

船舶管理会社 乗船数 休暇数 合計

NYKSM、LNGSMJP、LNGSMUK、NiMiC、八馬汽船、旭海運、
GAZOCEANなど 6,185 4,437 10,622

（2022年12月時点）
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NYKグループ管理船に配乗される船員は、各国にある.
マンニング代理店（基本的に各国１社）が採用活動を
行います。当社は、マンニングポリシーを定めるとともに、
すべてのマンニング代理店に対して「Instruction to 
Manning Agent」を通じて遵守すべき事項を指示し、
これに沿った倫理的な人材採用をお願いしています。
また、船舶管理会社とのコミュニケーションを通じて、
起用するマンニング代理店についてのタイムリーな情報
把握に努めるとともに、これを起用する船舶管理会社を
定期的に監査しています。さらにマンニング会社である

NYKSMでは毎年、MLCに基づいてマンニング代理店の
監査を行っています。確認内容には、各国の監督官庁による
マンニング代理店に対する監査結果の確認、NYKSMの
MLCに基づく要求事項が守られているかの記録類に.
よる確認が含まれます。マンニング代理店だけでなく、
乗船前の健康診断を行っているクリニックにおいても.
監査を実施し、有効な健康証明書の存在を確認して
います。当社の船舶管理会社の監査においては、これらの.
マンニング会社がマンニング代理店に対して実施した.
監査結果も確認しています。

NYKグループ管理船に配乗される船員は、乗船前に.
マンニング代理店で乗船前ブリーフィングを受けます。.
乗船前ブリーフィングでは乗船契約書や労働協約、.
乗船する船の概要に加え、労働安全衛生や安全運航に.
関する船舶管理会社の最新のInstructionについて説明
を受けます。また、D＆Aポリシー※1やコンプライアンス、
ハラスメント、苦情報告手順などについても同じタイミング.
で船員に説明されます。説明された内容については.
本船上の船舶管理業務共通プラットフォーム「NiBiKi」で
誰でもいつでも確認することができます。労働安全衛生
については乗船前ブリーフィングだけでなく、危険体感
訓練などの研修も受講します。また、船員の心身の健康
増進を目的としたPOPEYESプロジェクト（Promotion 
of Physical and Mental Enrichment of Yusen 
Group Employees and Seafarers）では、運動促進

や食事の管理により理想的なBMI値を維持するといった
身体的側面の他、メンタルヘルス・労働障害に効果のある
東洋医学を取り入れた「3分間エクササイズ」を通じて、
自身の感情や身体の状態に対する感覚を磨き、注意力、
集中力、ストレス管理など精神面での自己コントロール力
の強化も図っています。船員は24時間船上にいるものの、
個室（基本的にトイレ・シャワールーム付）が与えられ、
プライバシーに配慮した環境下で、無償でインターネット
にアクセスすることができ、勤務時間外には自由に陸上.
の家族などとのコミュニケーションを楽しんでいます。.
労働組合に関しては、船ごと（船籍ごと）に労使交渉の.
窓口が異なるため、船員が組合を自由に選ぶことはでき.
ませんが、乗船中はすべての船員が組合（JSU※2や
AMOSUP※3など）に加入しています。

● �労働安全衛生、プライバシーの権利、結社と団体交渉の自由

心身ともに健全な職場および生活環境の整備に努めています。

乗船前ブリーフィングおよび研修に含まれる主な内容

乗船前ブリーフィング
乗船手続き、契約内容（特に契約期間、契約給与、War Risk Areaなどの扱い）、
コンプライアンス、ハラスメント、D&Aポリシー、苦情に関する手続き、
最近発生した乗船中の不祥事や事故についてのフィードバックなど

研修 SMS研修、リスクアセスメント研修、危険体感訓練研修、整備作業に関する研修など

※1 �D&Aポリシー 
Drug and Alcohol Policy。薬物およびアルコールに関する規定。麻薬類の持ち込み禁止と医薬品およびアルコール類に関するガイドラインが定められている。

※2 �JSU 
All Japan Seamen's Union（全日本海員組合）。国際（外航）や国内の海運・旅客船事業、水産や港湾の海事産業で働く船員と、それらの分野で働く船員以外の労働者で
組織する産業別単一労働組合。2022年7月現在の組合員数は約8万人。

※3 �AMOSUP 
Associated Marine Officers’ and Seamen’s Union of the Philippines（フィリピン船舶職員部員組合）。ＩＴＦ(International Transport Workers’ 
Federation：国際運輸労連)加盟のフィリピンにおける最大の船員組合。2022年時点の組合員数は約10万人以上。

その他の船員向け教育プログラムについては、こちらをご覧ください。

参照：「船員教育プログラム」
	 https://www.nyk.com/esg/social/traning/#anc-09
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新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大により、世界
各国が人の移動に制限を設けていることから、船員交代の
問題が発生しました。これに関して、当社は社内横断的な
タスクフォースを立ち上げました。また、問題解決に向け

て（一社）日本船主協会や業界団体などを通じて各国政府
やIMO（国際海事機構）などにも働きかける他、船員出身
国の政府によるチャーター機や特別便運航の働きかけも
行いました。詳細は、以下をご覧ください。

● �適正な労働時間

適正な乗船期間の実現に向けて、政府へ働きかけを行いました。

参照：「私たちの使命、それは物流を止めないこと(2) | 日本郵船株式会社 (nyk.com)」
	 https://www.nyk.com/news/2021/covidinfo_20210625_01.html

船員は提起した後も船での勤務が続くため、問題が硬直化
や深刻化する前にいち早く声を上げ、いち早く救済される
ことが非常に重要と考えられます。だからこそ船舶管理
会社には、言い出しやすい環境・風土・文化の醸成と、.
正当性ある仕組みの構築の両方が求められます。なお、
MLC Reg.5.1.5の中で、「船舶所有者は、船内苦情処理
手続きを定め、船員から苦情の申し出を受けた場合に
あっては、その苦情を処理しなければならない」「船舶
所有者は、苦情の申し出を理由として、船員に対して
不利益な取り扱いをしてはならない」ことが規定されて
います。
当社は、当社グループが管理する船舶に乗船する船員に.
対して、乗船前ブリーフィングの中で、彼らが船員として.
有する権利の内容や、それが侵害されたと感じたときに
声を上げることのできる複数の社内外の苦情受付窓口を.
Onboard complaint procedureに定めていることを.

説明しています。また、このOnboard complaint 
procedureには、船員が提起を理由とした不利益を被ら
ないことを明記しています。
船内で声を上げる際には、ボースン（甲板長）やチーフ.
オフィサー、チーフエンジニアの他、本人の希望があれば、
船長を含め、相談しやすい人に相談を持ちかけることが
できます。また、希望があれば第三者を仲介人として
指定し、船内での議論の場への同席を求めることも可能
です。船内で声を上げづらい場合は、船舶管理会社の
窓口（Assist Me）に声を上げることもできます。たとえば
船舶管理会社に対して声を上げた場合は、状況に応じて
寄港した際に陸上のスタッフが訪船したりもしています。
船内だけでなく船舶管理会社にも声を上げづらい場合
には、ITFや旗国などへ報告できるようになっています。
このように、船員には、苦情を提起できる窓口が複数
開かれ、知らされ、利用されています。

● �救済へのアクセス

複数の窓口を設け、それぞれにおいて正当な対応に努めています。

船業界は、長い間、男性優位の業界として認知されてきま
した。この背景として、船員という職務が長期間の航海を
前提とすることにより、女性の仕事と偏って認知されてきた
育児や介護などの実現を阻むこと、体力を要する、あるいは
荒々しい仕事と考えられていること、「女性船員」への社会
認知が十分に得られていないことなどが考えられます。
当社は他の外航邦船社に先駆けて2004年に初の女性
海技者を採用して以来、2022年4月1日現在22名の女性
海技者が海上で活躍しており、2021年度の船員における

女性比率は3.2％です。2017年4月に、当社132年の
歴史の中で初めての女性船長が誕生しました。また、女性
船員にとって心理的・物理的に安全な職場および生活
環境の整備（女性船員が住みやすい設備やアメニティの
整備、女性船員の身体のサイズにあった個人保護具や
作業服の提供など）や、メンタリングの提供、女性船員を
対象としたワークショップやセミナーなどを通して人材
育成を推進していきます。

● �職場における差別（女性）

女性海技者（船員）を積極的に採用・育成します。
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日本郵船単体の海技者（船員）における女性比率

2019年度 2020年度 2021年度

雇用形態別社員数＜長期＞（人）
男性 574 575 577

女性 19 (3.2%) 19 (3.2%) 19 (3.2%)

新卒採用人数（人）
男性 24 20 22

女性 1 (4.0%) 2 (9.1%) 3 (12.0%)

参照：「【海上職社員】船員の多様化」
	 https://www.nyk.com/esg/social/diversity/#anc-07

参照：「NYKレポート2022データ編」
	 https://www.nyk.com/esg/nyk/__icsFiles/afieldfile/2022/10/21/2022_nykreport_10_6.pdf

当社は、休暇中（帰着してから次の乗船までの期間）の船員
を対象に、各地で船員集会を開催しています。2022年
には、フィリピン（5か所/年）、インド（4か所/年）、東欧
（2か所/年）で開催しました。ここでは、最近のトピックス.
（COVID-19対応など）、最近の事故事例を基にした
ワークショップ、SMSやマンニング関係の手順で新規のも
のや守られていない例が散見されるもの、質問が多い事

項など特に説明した方が良いものなどを共有しています。.
また、船員と当社のトップマネジメントとの直接対話の
機会（タウンホールミーティング）ともなっております。
フィリピンでは同時に、ご家族やお子さま向けのセミナー
や催しも開催しています。
エンゲージメントの効果により当社は、業界平均より高い
船員定着率を得ていると考えています。

● �エンゲージメント

エンゲージメントを通じて、船員定着率の維持に努めます。

過去５年間のNYKSMにおける全国籍の船員の定着率

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

85.6% 92.2% 93.3% 92.8% 95.0%

多くの外国人船員は、乗船ごとの契約となる雇用形態や
半年以上に及ぶ乗船期間により、金融サービスへの
アクセスの制限などのさまざまな金融課題があります。
当社グループのMarCoPay Inc.（マルコペイ社）は現在、.
世界有数の船員供給国であるフィリピンの船員を主な.
対象として、モバイルアプリ上での電子通貨による給与.
支給や送金・為替機能、さらに優遇条件での各種融資.
や保険を紹介する船員向け金融プラットフォーム
「MarCoPay」を展開しています。「MarCoPay」では、
自社で競争力のある融資を提供するだけでなく、提携

する銀行からも住宅・自動車の融資や保険を優遇条件で
提供しており、船員はその経済的ポテンシャルに見合う
金融サービスを良い条件で受けることができるようになり.
ます。「MarCoPay」の利用は当社の船員に限ることなく、
約50万人のフィリピン人船員、ひいては世界約150万人の
船員の生活向上につながるという考えです。当社は、船員の
資産形成を含めたキャリア/人生設計を支えることで、
一人ひとりが経済面でも安心感をもって船員活動に従事
できる環境を整え、次の世代にとって船員という職業が
さらに魅力的なものとなるよう取り組んでいきます。

● �金融サービスへのアクセシビリティ

船員の金融サービスへのアクセシビリティを向上させています。

参照：「MarCoPay Inc. Webサイト」
	 https://www.marcopayinc.com
参照：「NYKレポート2021」 P.50-55
	 https://www.nyk.com/esg/nyk/__icsFiles/afieldfile/2021/01/01/2021_nykreport_all.pdf
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2022年度 人権に関する意識調査結果（対象7,541人）■ 役員および従業員への教育啓発
当社グループは、人権尊重意識を浸透させ、当社グ
ループの事業とサプライチェーンにおける人権リスク
および当社グループの人権に関する原則や関連規則を
伝える目的で、グループ会社を含むすべての役員および
従業員を対象としたeラーニングや新入社員研修、
海外赴任者、新任チーム長、海外現地法人新任社長
向けの集合研修において人権研修を実施しています。
当社グループは、人権研修（eラーニング）を毎年3カ
国語（日本語、英語、中国語）で実施しています。当社
グループ事業が人権に与えうる影響についての従業員
の理解の深化を図るとともに、当社グループの人権
尊重へのコミットメントを周知しています。2022年度は、
NYKグループ従業員計7,541名（受講率96％）が受講し
ました。これによる、意識調査の結果は以下の通りです。

▲
人権に関する教育啓発

NYKグループの人権に関する
基本的な考え方を理解していますか

はい
98%

いいえ 1% わからない 1%

※ �ライツホルダー 
権利（人権）の保有者という意味で、企業活動から影響を受ける可能性のあるグループやステークホルダー。

関連リンク：安全かつ環境に優しいシップリサイクルのための取り組み
	 https://www.nyk.com/esg/envi/ocean/#anc-01

当社は、当社および当社グループ会社所有船を当社の.
定める解撤ヤードの選定基準を満たす解撤ヤードを用いて.
解撤しています。2022年には、インド・グジャラート州アラン
に所在する当社認証ヤードにて船舶2隻を解体しました。
船舶解体は労働集約的な産業であり、多くの解撤ヤードが
途上国に所在し、搭載されている危険物質からの労働者
の安全保護や、労働安全衛生管理など、いくつかの人権
課題が懸念されます。2022年4月、解撤ヤードで働く
解体作業員の労働環境および人権を、当社グループが
どのように把握・管理しているかを確認する目的で、.
第三者機関（CRT日本委員会）を通じて、当社認証ヤードの.
一つにおける解撤工程の監督およびモニタリングを行う
NYK SHIPMANAGEMENT PTE LTD（NYK SM）の
経営層および現場監督者の計6名に対してオンラインで
インタビューを実施しました。
インタビューを通じて、NYK SMにおける、解体作業員に
対して懸念される人権課題への取り組み状況を確認し
ました。その上で、今後、解体作業員に対して直接確認す
るべき事項を抽出しました。主なものは以下の通りです。
● �［職場における差別］解撤作業期間中に最大200名の
労働者がインド全土から集まる中で、これらの労働者が、

文化・言語・出身地域・宗教などの違いに起因する差別的
扱いを受けることがないか。

● �［現代奴隷］作業員が雇用契約の締結を強制されたり、
第三者の仲介業者を介した採用において仲介手数料
などを徴収されることがないか。

● �［労働安全衛生］労働者の業務に必要な個人用保護具.
（PPE）が、労働者の金銭負担なく、雇用者から労働者へ
貸与あるいは供与されているか。
インタビュー実施後、NYK SMに対して結果の共有
およびフィードバックを行いました。
今後は、解撤ヤードで働く作業員への直接インタビュー
など、ライツホルダー※とのエンゲージメントを通じて、
労働者の目線での実態把握を進める予定です。船舶解体
作業は通年行われるものではなく、解撤作業実施期間は
限られています。解撤スケジュールを考慮しながら、引き続き
当社グループの船舶解体に関わる人権リスクを定期的に
評価し、当社および当社グループ会社所有船が、人権に
最大限配慮した方法で安全かつ適切に解体およびリサイ
クルされていることを確認していきます。

■ 船舶解体業（解体作業員）

ESG DATA BOOK 202273

EnvironmentNYK Group's ESG Social Governance



人権

その他、当社では、毎年4月および10月に実施する
新入社員研修の場で、人権尊重の重要性および日々の
業務で意識すべき人権リスクについて説明しています。
2022年度は、当社グループの新入社員（新卒採用者
およびキャリア採用者）115名に対して、研修を実施しま
した。
さらに、海外赴任者、新任チーム長および海外現地法人

新任社長向けの集合研修の場で、人権尊重に対する取り
組みの実例を交えながらビジネスと人権に関する最新
動向や国内外の人権課題について説明しています。
加えて、社内の人権尊重の啓発を目的に、毎年12月の人権.
週間には、社内掲示板を通して人権問題についての啓発を.
行っています。2022年度は、「ハラスメント」、「アンコン
シャスバイアス」を主なテーマに啓発を行いました。

参照：「役員向けトレーニング」
	 https://www.nyk.com/profile/gvn/action/#anc-08

■ 役員向けトレーニング
人権の取り組みへのコミットメント、ビジネスと人権に
対する理解の深化、取締役会のリーダーシップを目的
として、役員向けに社内研修や外部講義の受講機会
を提供しています。
2022年8月、CRT日本委員会事務局長を講師に迎え、
社内外取締役、監査役および執行役員35名（社長を

含む）を対象に「ビジネスと人権の理解」と題したオン
ライン研修を実施しました。本研修を通して、企業に.
よる人権対応の必要性および国連の「ビジネスと
人権に関する指導原則」に基づいた人権の取り組みを
実施する重要性について、有識者の知見を得ました。

■ 取引関係者およびグループ会社への教育啓発
当社グループは、サプライチェーン全体を通じて、国連
「ビジネスと人権に関する指導原則」に則った人権
尊重の取り組みを実践していくために、委託先や
取引関係者に対して「取引先に対するCSRガイド
ライン」等の各種方針を共有し、その遵守を要請して
います。
また、国内外のグループ会社を対象とした人事労務・

人材育成に関する定例調査「HRサーベイ」を毎年
実施し、国連グローバル・コンパクトの人権および
労働に関する原則の遵守状況（原則1～6）などに
ついて確認しています。2021年度は143社（全143社）を
対象に実施（回答率100％）しました。（2022年度分は
2023年4月に集計完了予定）

■ 人権課題の特定
当社は、人権デューディリジェンスの進め方を検討する
ため、2014年より（特非）経済人コー円卓会議日本委員会
（CRT）が主催する「ステークホルダー・エンゲージメント
プログラム」に参加しています。
同プログラムでは、NPOやNGOをはじめ、さまざまな
ステークホルダーからグローバルな人権課題が提起
され、直接対話をすることで理解を深めています。

また、参加している国内の運輸・物流企業各社と共に、
UNEP FI（国連環境計画・金融イニシアティブ）策定の
人権ガイダンスツールを参考に、人権問題へ影響する企業
活動の特定に向けて議論を行い、パブリックコメントを実施
の上、最終報告書「業界毎に重要な人権課題」をまとめて
います。当社は、同プログラムで得た内容を持ち帰り、
自社の人権への取り組みに活かすことを目指しています。

▲

ステークホルダー・エンゲージメント

参照：「CRT活動実績」
	 http://crt-japan.jp/human-rights/she-program_archive/
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■ 外部有識者とのダイアログの実施
当社は、2023年1月25日（水）に、Susta inab le 
Shipping Init iative※の事務局長であるAndrew 
Stephens氏と、当社グループの人権デュー・ディリ
ジェンスなどを含めた人権への取り組みについてオン.
ラインダイアログを行いました。人権から脱炭素まで、
海運セクター全体の持続可能性の課題に取り組んで
いる外部ステークホルダーとして、Stephens氏から
2022年度に実施した当社グループの取り組みについて
コメントをいただくとともに、シップリサイクル条約の
発効やシップリサイクル実施国の拡大可能性に関する
業界の動きなどの今後の見通しについても、建設的な
ダイアログを行いました。
Stephens氏は、当社が国連の「ビジネスと人権に関する
指導原則」に則って人権方針の策定、当社グループ事業に
おける顕著な人権課題の特定や人権インパクトアセス
メントを実施している点について、「正しいことが正しく.
行われるように先導する」ことが非常に重要であると
指摘しました。また、人権デュー・ディリジェンスを行う
上で、当事者が自由に参加できるような、ライツホルダーや
その他のステークホルダーとの直接対話は「最も効果的で
信頼できる方法である」として、今後の取り組みにおいて
この点を引き続き重視するよう呼びかけました。
さらに人権方針や取り組みについてWebサイト等で

公開し、透明性を確保することも重要であることが強調
されました。中でも、シップリサイクルは、船主とは直接の
契約関係にない間接サプライヤーにおいて実施される
ことから、その実現に対して当社の影響力が及びにくい
場合があります。そのため、サプライヤーへの当社方針.
（解撤ポリシー）の適用およびその遵守のモニタリングを
継続する以外にも、シップリサイクルにおける説明責任
および透明性を確保することや、同業他社を含む複数の
関係者とともに早期に話し合いの場を設けてシップリサ
イクルに関する一定の基準を共有することもまた重要
かつ効果的であると説明されました。また、当社の取り
組みから得た教訓や成功事例をケーススタディとして
共有し、業界の学びと発展につなげることが提案され
ました。
最後に、人権尊重の取り組みにおいては、当社の姿勢、
方針、サプライヤーへの要求事項を明確に示し、「正しい
ことが正しく行われるように先導する」という確固たる
意志で業界内に模範を示し続けることの重要性が強調
されました。
今後も、こうした有識者およびステークホルダーからの
助言や評価を受けながら、人権尊重の取り組みを推進
していきます。

※ �Sustainable Shipping Initiative
海運エコシステム全体のリーダーを集結させ、変化を促し、新たな問題に光を
当て、持続可能な海運業界に向けて行動を推進するマルチステークホルダー
組織。船主、傭船者、港湾、造船所、海産物、設備およびサービスプロバイダー、
銀行、船舶金融および保険業者、船級協会、持続可能性に関するNPOが 
加盟している。2018年から2022年まで世界各国の船社、荷主、投資機関等が 
参加する情報開示プラットフォームであるShip Recycling Transparency 
Initiative（SRTI）の幹事役を務めていた。2021年5月11日、当社は邦船社
として初めてSRTIに参加。

実施日：2023年1月25日（水）
形式：日本郵船本社より有識者とオンライン接続
有識者：�Sustainable Shipping Initiative Andrew Stephens氏
日本郵船：
　　● 筒井 裕子	 執行役員 ESG経営推進グループ担当
　　● 首藤 健一郎	 執行役員 法務・フェアトレード推進グループ担当
　　● 辰巳 曜一郎	 ESG経営推進グループ  グループ長
　　● 芹田 典子	� ESG経営推進グループESGコミュニケーションチーム  

チーム長
　　● 堀江 広志	 ESG経営推進グループESGコミュニケーションチーム
　　● 米山 江里子	 人事グループ
　　● �その他、ESG経営推進グループ、法務・フェアトレード推進グループ、
人事グループの人権プロジェクトメンバー

ファシリテーター：
CRT日本委員会
　　● �石田 寛（事務局長）
　　● �岡田 美穂
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■ (公社)アムネスティ・インターナショナルとの協働活動

日本郵船歴史博物館で世界人権宣言パネル展を開催

（公社）アムネスティ・インターナショナル日本主催の映画祭へ協賛

日本郵船歴史博物館では、（公社）アムネスティ・イン
ターナショナル日本との連携により、パネル展「見て分かる
世界人権宣言」を2020年1月18日から2月16日まで
開催しました。展示したパネルは、世界人権宣言全30条.
を谷川俊太郎氏の訳によるわかりやすい日本語と、世界中
のイラストレーターや絵本作家が描いたイラストで
解説したものです。また、期間中は難民の人たちが、どの.
ような状況に直面し、どのように国を逃れ、避難後どの

ような生活をしているのかをVR（バーチャルリアリ
ティー）を使って体験するイベントも開催されました。
また、当社は人権週間に合わせ、2019年11月から12月
にかけて来客スペースで世界人権宣言のパネルデジタル
スライドショーを投影しました。当社従業員には、社内
掲示板を通して当社の人権に関する取り組みを紹介する
とともに、スライドショーの周知を行い、人権問題に
対する啓発を行いました。

当社は2019年8月17日に（公社）アムネスティ・イン
ターナショナル日本が主催する映画上映会「海は燃えて
いる～イタリア最南端の小さな島」に協賛しました。
本作品は難民問題を扱い、命がけで国を逃げる難民と、
難民たちの玄関口である島の人たちの平和な日常を

対比し、間近にある難民の死と人々の日常とが切り離
されている現実を突きつける作品となっています。わが
国でも人権問題への関心が少しでも高まるきっかけに
なればと考え、映画祭へ協賛しました。

▲

社外との協働
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労働慣行

労働慣行
考え方

▲

方針

当社は「行動規準」を定め、労働慣行（差別の禁止、強制労働・児童労働の禁止、最低賃金の保障等）に対する考え
を次のように明記しています。

■ 基本的な考え方

日本郵船株式会社 行動規準（抜粋）

参照：「日本郵船株式会社 行動規準」（P.6）
	 https://www.nyk.com/profile/pdf/code_of_coduct.pdf

体制
▲

責任と体制

当社グループとしては労働慣行含む、国連グローバル・
コンパクト原則に関して、ESG戦略委員会の分科会の一つ
として国連グローバル・コンパクト推進委員会を組成して
おります。そこで事前の討議を行った上でESG経営
グループへ提案を行う体制を取っています。　

当社は、国連グローバル・コンパクトを支持しており、原則３で述べられている結社の自由や団体交渉の権利を支持し
ています。

■ 推進体制

■ 国連グローバル・コンパクト支持

参照：「国連グローバル・コンパクトの10原則」（P.8）

参照：「人権推進体制図」（P.65）

第4章 人権、多様な文化の尊重
人権の尊重、差別の禁止

人権を尊重し、人種、信条、宗教、性別、性的指向・性自認、国籍、年齢、出身、心身の
障害、病気等の事由いかんを問わず差別をしません。

4－4	 強制労働、児童労働の禁止
当社は、強制労働、児童労働等の非人道的な雇用は行いません。また、そのような
行為を行う企業とは取引をしません。

4－5	 公正な人事・処遇制度の構築と運用
当社は、雇用、配置、賃金、研修、昇進等の取り扱いについて、機会均等を図り、
国際条約や、各国・地域の法令に定められた労働者の権利保護に留意し、労働協約
その他の取り決めを守ります。

体制図 

取締役会
議長：取締役会長

経営会議
議長：代表取締役社長・社長執行役員

ESG戦略本部
責任者：本部長

ESG戦略委員会
委員長：ESG戦略本部  副本部長

ESG経営グループ
責任者：ESG経営グループ長

会　　長：ESG経営グループ長
主管部署：ESG経営グループ
共管部署：人事グループ、法務フェアトレード・推進グループ

国連グローバル・コンパクト推進委員会
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▲

内部通報制度

▲

リスク評価

当社は、「郵船しゃべり場」「ハラスメント方針・相談窓
口」「内部通報窓口」「育児介護相談窓口」を設置して
います。内部通報だけでなく、職場で社員が抱える人
権や差別、ハラスメントに関わるあらゆる問題など、さ
まざまな通報・相談を受け付ける体制を整え、問題の

早期発見、解決、是正を図っています。匿名での相談も
受け付けており、社外弁護士へ直接相談することもできる.
体制を整えています。2019年度には新たに「LGBT相談
窓口」を設置し、LGBTの方や関係者が職場で働くに
あたっての悩みや困りごとを相談できる体制を整えました。

当社は、「リスク管理委員会」（年2回開催）において、
定期的にリスクの洗い出しと評価を行っています。その
中で人事・労務関係の課題をリスクと認識し、経営への

影響と頻度で分類したリスクマップを作成の上、現状の
リスク度合いや潜在リスクの所在等の把握を行ってい
ます。

■ 社員相談窓口の設置

取り組み

▲

人材の確保

当社グループは130年を超える歴史の中で、常に優位性を
求めて果敢に挑戦と創造を続けてきました。その情熱を
今も受け継ぐ社風と、ジョブローテーションを通して複数
の職場を経験し、共に働く仲間の輪が広がることで、当社
グループの良きDNAが引き継がれています。
優位性というのは、社会やお客さまの立場を考え抜き、

他社に先んじたアイデアで、熱意を持って粘り強く最後
までやり抜くことにより確立されるものです。
当社グループの社員や運航船で働く船員は全世界で5
万人を超え、互いに協力しながら地球規模でビジネス
を展開しています。

当社グループは、多様な国から船員を確保しています。

■ 130年受け継がれるDNA

■ 国籍別船員比率

※1 NYK SHIPMANAGEMENT PTE LTD.の船員（職員・部員）比率
※2 中国、ベトナム、ロシア、ミャンマー、ナイジェリア、アンゴラ、パナマ、シンガポール

国籍別船員比率※1

その他※2 3.0% 日本 3.5%

クロアチア 2.8%

ルーマニア 3.5%
インドネシア 3.7%

フィリピン 70.7%

インド 12.8%

2021年度

参照：内部通報制度（P.120）
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当社は、フィリピンを主要船員輩出国の1つと位置付け、
フィリピン人幹部職員の確保とその質の維持・向上に
努めています。
2007年6月、当社は、フィリピンにおけるビジネスパート
ナーであるTDG社※と共同で、マニラ近郊カンルーバン市に
商船大学NYK-TDG Maritime Academy(NTMA)を.
設立・開校しました。NTMAでの大学教育を通じて、将来の.
幹部職員としてのマネジメント能力の育成に重点を置く.
一方で、現場の最前線で求められる実践的な知識・.
技術の習得を進めています。2022年3月末現在までに.
1,250人を超える卒業生を輩出し、多くの同校卒業生が.
当社グループ運航船で活躍しています。
2021年4月にはNTMA卒業生として初の船長が、.
2022年には初めて機関長が誕生しました。

■ フィリピンの自営商船大学NTMA

▲ NTMAおよび研修所外観

▲
働き方改革

当社では、勤務時間の制約が制約とならず、誰もが活躍
でき、また社員が健康で活き活きと働くことのできる職場
環境の整備を目的とした「OLIVE （Outdate Long-
standing work practice, and Increase Vitality of 
Employees）プロジェクト」を2015年7月にスタートし、.
働き方改革を進めています。働き方を見直して時間を効率
よく使い、ワーク（仕事）とライフ（生活）双方の充実を求
める「ワーク・ライフ・インテグレーション」を意識するとと
もに、イノベーションや新たな価値の創出、競争力の向上
につながることを期待しています。施策として「フレックスタ
イム制度の利用促進」「早帰り促進」「会議の削減・短縮」や
「日々の労働時間把握」に重点的に取り組むほか、「男性
の育児休業取得」の推進や「在宅勤務」や「中抜け制度」
なども実施しています。各種施策は、人事グループと.

日本郵船労働組合が協働.
して社内浸透を図っており、
残業時間や会議時間の削減に努めています。

海運業を中心として海・陸・空におけるさまざまな輸送
ネットワークをグローバルに事業展開する当社グループに
おいて、多様な人材を確保・育成していく必要性は一段と
高まっています。 
従来、海上職社員には専門的な教育を受けたライセンス
取得予定者のみを採用していましたが、2006年度から.
日本の船会社で初めて、一般の四年制大学卒業生を.
採用し、海上職社員の自社養成を開始しました。 

自社養成コース採用者は、入社後2年間、教育および乗船
訓練を受け、ライセンスを取得します。 
その後、当社運航船において航海士・機関士として乗船.
経験を積み、船長や機関長を目指します。 
現在、養成期間を経てライセンスを取得した人員は110名
を超え、世界中の船上の現場で活躍しています。当社は、
今後も継続して自社養成コースの採用に取り組んでいき
ます。 

■ 働き方改革の推進

※ 当社（単体）勤務者

1カ月当たりの法定外労働時間推移

（時間）

(年度)

30 23.5
20

10

0

2017
2021

2020
2018

2019

■ 日本人海上職社員　自社養成コース

※ �TDG社 
Transnational Diversified Group（本社・フィリピン） 
1976年に設立された船舶代理店業や船員配乗・育成事業、物流事業を行う企業グループ。当社とは設立当時から協力関係にある
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当社では「働き方改革」の一環として、社員が育児をし
ながら活躍できる会社であること目指しています。特に、
長期育児休業を取得した女性社員が復職後、存分に.
活躍できるような職場の雰囲気を醸成するためにも、
男性社員も育児に参加し、仕事と育児の両立に理解を
深めることが重要と認識しています。そのため、子どもの
誕生直後から男女共に育児に携わる機会が持てるよう、

2022年4月より14日間を有給とする「出生時育児休業
制度」を導入しました。休業中だけではなく、復職後も
協力して家事・育児をする体制を整えることにより、お互い
のキャリアを大切にしてほしいと考えています。
本制度を利用することで、限られた時間内に成果を上げる
働き方を実践するきっかけにもなることも狙いであり、
社員の働き方改革の一環を担うことを期待しています。

■ 出生時育児休業制度

育児休業制度利用者数※（人）
2017年度

合計
男性

2018年度 2021年度

15 14 37

2019年度

23

女性 12 20 1612

27 34 5335

2020年度

22

7

29

※ 退職者を除く延べ人数
※ 2021年度より厚生労働省の基準にて集計基準を変更。併せて2017年～2020年度の数値を修正しています

当社は、次世代育成支援対策推進法※に基づいた、
「高い水準の子育てサポート企業」として評価され、
2021年9月に「プラチナくるみん認定」を受けました。
また「くるみん認定」は2007年以降5回連続して認定を
受けています。

法定を超えた育児休業制度、郵船チャイルドケア丸の内
保育室の設置、また男性社員の育児休業取得率の向上
などの施策を実施し、誰もがライフイベントとキャリアを
両立できるよう取り組んでいます。

■ 次世代育成支援プログラムの実行

▲ 次世代認定マーク「プラチナくるみん」と「くるみん」

※ 次世代育成支援対策推進法
急速な少子化など家庭や地域を取り巻く環境の変化に対し、従業員の仕事と子育ての両立が図れるよう、雇用環境や労働条件の整備を事業主に義務づける法律。
2005年4月に施行され、事業主は次世代育成支援のための具体的な計画を策定し、届けることが義務づけられています。法改正により、有効期限が2025年3月まで
延長され、より高いレベルで社員の両立支援が求められることとなりました。
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▲

ダイバーシティ&インクルージョン

当社グループ社員数は3.5万人を超え、多様なバックグラ
ンドを持つ社員が、グローバルなフィールドで人間力を発
揮しながら協働し、安心して働ける、活躍できる職場環境
の充実に取り組んでいます。

また、当社グループ全社員向けの「eラーニング」において、
ダイバーシティ&インクルージョン推進に関する内容を
盛り込み、理解浸透を図っています。

■ 多様な人材が活躍する環境を実現

地域別社員数割合（連結）

オセアニア 1% 中南米 3%

日本 22%
東アジア 8%
北米 6%

欧州 25%

2021年度

南アジア 35%

郵船チャイルドケア丸の内保育室は、2002年4月に
当時都心では珍しい企業内保育施設として開設されま
した。“もっと多くの方に利用していただける保育室に
するには？”を課題に、利用者のマイカー通勤、法人契約を
通じた他企業社員のお子さんの受け入れなど、さまざまな
工夫を行っています。

■ 郵船チャイルドケアの運営

▲ 郵船チャイルドケア風景

当社は人事グループにダイバーシティ＆インクルージョン
チームを設置し、多様な人材が活躍できる環境整備と職
場風土の醸成を促進するためにさまざまな施策を実施し
ています。
2001年に「総合職・一般職」といった職種区分を廃止、
人事制度を一本化し、男女の区別なく活躍できる制度、環
境づくりを進めてきました。
2020年10月には人事制度の一部見直しを行ない、出産
や育児、介護、健康面での不調などによるキャリアブ
レイクがあっても、復職後のフェアな評価により、ブランク

期間がハンディキャップとはならない仕組みに変更しま
した。
また、法定を超えた育児・介護休業制度、フレックスタイム
制度、短時間勤務制度や在宅勤務制度など、さまざまな
事情を抱える社員も仕事と生活とのバランスを取りながら
業務を遂行できる仕組みを整えるとともに、育児や介護
など時間に制約のある部下を持つ管理職の意識改革を
目的としてイクボスセミナーを2016年より毎年開催し、
誰もがライフイベントとキャリアを両立できるよう取り組ん
でいます。

■ 陸上職社員
   誰もが活躍できる環境づくり
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各種制度とキャリア形成支援の流れ

主
な
制
度

キ
ャ
リ
ア
サ
ポ
ー
ト

●マタニティー休暇
●リモートワーク

●人事面談
  （主に制度説明）

●人事面談
  （産前休暇前）

●人事面談
  （復職前）

産休・育休ガイダンス

外部機関サービス（通信講座、育児支援サービス）

 会社情報の提供

●郵船チャイルドケア
  （企業内保育室）

●イクパパセミナー

●産前産後休暇
●出生時育児休業

●育児休業
●出生時育児休業

●育児フレックス
●育児短時間勤務
●子の看護休暇
●リモートワーク
●メンタリング制度

妊娠 出産 育児 復職

制度の詳細

育児休業制度 子の出生翌日から最大2年8週まで取得可能です。

出生時育児休業制度 子の出生後8週間以内に4週間（28日）まで取得可能です。分割して2回取得す
ることができ、 土日祝日を含む14日を有給としています。

育児フレックスタイム制度 妊娠中や子育て中（小学校6年まで）の社員は、フレキシブルな勤務時間で働く
ことが認められています。

育児短時間勤務制度 あらかじめ特定した時間で育児短時間勤務（1日最長2時間まで）ができます（小
学校1年まで）。

育児短時間フレックス勤務制度 1日最長2時間までの時短が可能です（小学校1年まで）。

リモートワーク勤務制度 週4回を限度として利用できます。

各種休暇制度 子の看護休暇、介護休暇（1日単位、半日単位、または1時間単位で取得可能）、
マタニティー休暇等。

介護休業制度 家族の介護と仕事を両立することができるように、通算1年までの取得が可
能になっています。

介護フレックスタイム制度 家族の介護をする社員は、フレキシブルな勤務時間で働くことが認められています。

その他福利厚生 福利厚生外部機関サービスを活用してベビーシッターサービスの利用が可
能です。

配偶者転勤休業制度 配偶者の転勤に同行を希望する社員のために、最長3年間の休業の後に復職で
きる制度があります。

女性の育児休業取得者数、育児休業後の復職率、復職後の定着率の推移

育児休業取得者数

2018年度 2020年度

20名 7名

育休明け復職率 100%

復職後の定着率

2017年度

12名

100%

100% 100%

100%

93.8%
（退職者1名）

2021年度

16名

100%100%

2019年度

12名

93.8%
（退職者1名）

91%
（退職者1名）

※ 2021年度より厚生労働省の基準にて集計基準を変更。併せて2017年～2020年度の数値を修正しています。
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社員の多様性

障がい者雇用率（単体）

2017年度 2018年度 2020年度2019年度 2021年度

1.9%2.4% 2.2%2.4% 2.0%

(年度)

（人数） （比率）

女性管理職者数（陸上職）

16.0％

14.0％

12.0％

10.0％

  8.0％

  6.0％
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当社は、従来より、障がい者の雇用に取り組んでいます。

当社は、国内外での事業展開を主導できる人材を性別に
関係なく育成、登用してきました。その結果女性管理職
比率（単体）は2013年度以降10％を超えて推移してい
ます。2030年女性管理職比率30％の目標設定をし、

多様性のある強い組織、健全なジェンダーバランスの実現
に向けて、取り組みを着実に進めていきます。2021年3月
31日時点では14.0%となりました。

当社は、性別を問わず多様な人材が活躍できる環境の整備.
と職場風土の醸成を推進し、女性活躍、出産後の積極的な
キャリア形成、働き方に制約のある社員の活躍を支援
しています。また、育児や介護といった時間に制約のある
部下を持つ管理職の意識改革を目的としたイクボス
セミナーや、男性社員への積極的な育児休業取得を促す
育パパプラス制度などを2016年より導入しています。
さらに、「女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律」（女性活躍推進法）に向けた行動計画を策定し取り
組んでいます。2016年4月始期の第1次行動計画では、.
2016年4月から2021年3月までの5年間で女性の海外.
勤務経験者の延べ人数を80人以上とすることを目標に.
掲げ、結果として78名、目標率97.5%となりました。
2021年4月始期の第2次行動計画では、ダイバーシティ＆
インクルージョンの実現に向けて多様な人材が活躍できる
環境の整備と職場風土の醸成をさらに推進します。

  障がい者の雇用

  女性管理職比率

  女性活躍推進

参照：ニュースリリース「女性役員比率向上を目指す「30% Club Japan」に加盟」
	 https://www.nyk.com/news/2022/20220221_01.html
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女性活躍推進法に向けた行動計画

1 計画期間
 2021年4月1日～2026年3月31日（5年間）

2 行動計画

行動計画（1）
● 異業種交流やスキルアップを目的とする社外派遣型の研修について女性参加率を30%まで増やす。
● 女性のみを対象とする研修も含めて、女性参加者が全体の半分になるよう女性の派遣を増やして   
いく。

計画策定の背景
● 出産や育児、介護などによるキャリアブレイクがあっても、研修による機会や経験の補填でステッ
プアップや成長が可能と考えられる。

● 社外派遣型の研修機会の均等を図る。

取組み内容（2021年4月より）
● ライフイベントなどを踏まえ、既存の研修だけではなく、様々な層それぞれに合う研修を増やし
ていく。

● やる気次第で自己成長を実現できる機会や場の提供など、ポジティブアクションも検討する。
● ステップアップやキャリアの幅を広げる経験や機会を補填する施策として女性社員の出向を増やし
ていく。

行動計画（2）
● 男性社員（陸上職（海技者）含む）の育児休業取得率を100%とする。

計画策定の背景
● 男性の育児休業取得者は増えているが、取得率は女性社員の100%に比べると低い。
● 男性社員が主体的かつ積極的に育児に取り組むことで、本人の成長や能力開発が期待されるの
みならず、配偶者の時間や気持ちに余裕ができ、女性の更なる活躍に繋がると考えられる。

取組み内容（2021年4月より）
● 制度を周知し、個別に制度利用を働きかける。
● 男性社員が主体的かつ積極的に育児・家事に取り組む意識を高めると共に、上司や周囲の理解が
深まるよう啓発等を行い、陸上職/海上職問わず、誰もが育児休業を取得しやすい職場風土の
醸成を更に進める。

2006年4月より、NCC（NYK Career Club）制度および
NFC（NYK Friend Club）制度の運用を開始しました。
NCC制度は高齢者雇用安定法改正に対応したもので、.
60歳定年後、65歳まで再雇用する制度です。また、

NFC制度は、自己都合を事由に退職した社員を有期契約で
再雇用するものです。どちらの制度も、意欲と能力がある
社員に退職後も活躍する場を提供することを目的として
います。

  再雇用制度
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当社は他の外航邦船社に先駆けて2004年に初の女性
海技者を採用し、2022年4月1日現在22名の女性海技
者が、海上・陸上を問わず全世界で活躍しています。

2017年4月には、当社132年の歴史の中で初めての女
性船長が誕生しました。

■ 海上職
  女性船員

▲

その他の取り組み

2006年より、国内外グループ社員の人事労務・人材
育成に関する定例調査（HRサーベイ）を始めました。
各グループ会社と調査結果を共有し、グループ全体で
人事課題への認識を深め、改善に取り組んでいます。HR.
サーベイは社員数などの基礎情報および人事関連の
重点的課題に焦点をあてた内容で構成され、毎年調査
内容の見直しも行い、2008年からは調査のオンライン化

を進め、業務効率化とデータの有効活用を図りました。
近年では2007年から実施している、国連グローバル・
コンパクトの人権および労働に関する原則の遵守状況に.
ついての確認に加え、人権に関する研修啓発の実施の
有無や、サプライチェーン上での児童労働や強制労働.
などの人権リスクに対する意識についても確認してい
ます。

■ 人事実態調査「HRサーベイ」の実施

グループ社員一人ひとりのエンゲージメント向上を目指
し、2022年度からエンゲージメントサーベイをグローバル

に実施します。その分析結果を活用し、組織改善や人事
施策につなげていきます。

■ グローバルエンゲージメントサーベイの実施
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関連データ
日本郵船グループ（日本郵船含む連結ベース） 各社決算日時点

日本郵船単体

社員の状況 2019年度 2020年度 2021年度
社員数合計（人）（a） 34,857 35,057 35,165

地域別社員数（人） 日本 7,753 7,932 7,837
欧州 7,412 7,957 8,640
南アジア 12,934 12,650 12,446
北米 1,987 1,964 2,075
東アジア 3,303 3,207 2,888
オセアニア 311 205 185
中南米 1,157 1,142 1,094

地域別役員
登用人数（人）※1

日本 男性 230 176 174
女性 4 6 6

欧州 男性 68 84 86
女性 5 18 15

南アジア 男性 83 119 100
女性 14 5 18

北米 男性 24 23 23
女性 2 2 4

東アジア 男性 25 21 28
女性 4 0 1

オセアニア 男性 5 6 5
女性 0 0 0

中南米 男性 12 5 12
女性 3 1     3 

※1 現地採用のナショナルスタッフ。本社および他組織からの出向者除く

社員の状況 2019年度 2020年度 2021年度
社員数合計（人） 1,774 1,788 1,800

男女別社員数（人） 男性 1,450 1,465 1,479
女性 324 323 321

雇用形態別社員数〈長期〉（人） 陸上職（海技者以外） 男性 767 759 766
女性 265 258 246

海技者 男性 574 575 577
女性 19 19 19

雇用形態別社員数〈有期〉（人） 陸上職 男性 93 120 127
女性 32 38 51

海上職 男性 12 8 6
女性 0 0 0

雇用形態別社員数〈無期〉※1（人） 陸上職 男性 4 3 3
女性 8 8 5

海上職 男性 0 0 0
女性 0 0 0

職種別社員数（人）〈長期+有期〉※2 陸上職（海技者以外） 1,169 1,186 1,198
海技者 605 602 602

平均年齢（歳）※3 陸上職（海技者以外） 41.5 41.3 41.2
海技者 38.4 38.6 38.8

年齢層別社員数 （人）※3 陸上職（海技者以外） 30歳未満 217 207 195
30歳以上50歳未満 496 495 509
50歳以上 319 315 308

海技者 30歳未満 140 139 139
30歳以上50歳未満 354 347 335
50歳以上 99 108 122

新規雇用人数（人）※4 合計 61 54 66

新卒採用人数（人） 合計 57 53 54

陸上職（海技者以外） 男性 25 24 19
女性 7 7 10

海技者　 男性 24 20 22
女性 1 2 3

キャリア採用人数（人） 合計 4 1 12
男性 4 1 11
女性 0 0 1

キャリア採用比率（％） 7.0 2.0 18.0

入社3年目以内での離職率（％）※5 陸上職（海技者以外） 1.0 0.0 0.9
海技者 7.8 5.6 1.4

自己都合離職率（％）※6 1.5 1.0 1.6
全体の離職率（％）※7 3.8 4.2 3.9
※1 無期転換社員：期間の定めのない雇用契約に転換した社員　※2 2019年度以降は＜長期+有期+無期＞　※3 有期雇用除く　※4 新卒・キャリア採用
※5 算定方法：過去3年の新卒・キャリア採用者のうち当年度の退職者（人）／過去3年の新卒・キャリア採用者（人）　※6 算定方法：各年度の依願退職者（人）／各年度末の長期社員総数（人）
※7 算定方法：各年度の退職者（人）／各年度末の長期社員総数（人）

社員の多様性 2019年度 2020年度 2021年度
外国人船員数（人）※1 合計（b） 18,431 17,755 17,033

管理支配船 9,911 9,255 8,873
単純用船 8,520 8,500 8,160

女性社員比率（%） 37.0 37.0 37.0
女性管理職比率（%）※2 25.0 25.0 25.9
※1 2021年度より集計基準を変更。併せて2019年度～2020年度の数値を修正しています
※2 マネージャー以上 

グループ社員数（外国人船員含む）
2019年度 2020年度 2021年度

合計（人）（a+b） 合計 53,288 52,812 52,198

2019年度 2020年度 2021年度
地域別役職者
男女比率（％）※1

日本 男性 89.9 91.5 91.1
女性 10.1 8.5 8.9

欧州 男性 72.8 73.6 71.0
女性 27.2 26.4 29.0

南アジア 男性 66.2 60.6 59.5
女性 33.8 39.4 40.5

北米 男性 64.6 66.3 66.4
女性 35.4 33.7 33.6

東アジア 男性 63.0 62.9 65.1
女性 37.0 37.1 34.9

オセアニア 男性 93.0 86.0 86.7
女性 7.0 14.0 13.3

中南米 男性 72.7 69.2 72.5
女性 27.3 30.8 27.5

男女別社員数（人） 男性 22,265 22,436 22,438
女性 12,592 12,621 12,727

職種別社員数（人） 陸上職※ 2 33,976 34,185 34,224
海上職※ 3 881 872 941

新規雇用人数（人） 合計 5,170 3,889 6,260
男性 3,305 2,452 3,679
女性 1,865 1,437 2,581

自己都合離職率（%）（連結）　 10.4 12.2 14.8
※1 マネージャー以上のナショナルスタッフ。本社および他組織からの出向者含む
※2 陸上勤務中の海技者※、グループ会社からの出向者を含む
※3 外国人船員を除く
※ 海技者
　 海技免状保有者（海技免状取得のための海技大学校在籍者を含む）　

連結会社社員数
（長期雇用社員、有期雇用社員6カ月以上）
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社員の多様性
2019年度 2020年度 2021年度

女性社員比率（%）※1 陸上職（海技者以外） 25.7 25.4 24.3

海技者 3.2 3.2 3.2

女性管理職比率（%）※1（a） 陸上職（海技者以外） 14.5 14.7 14.0

海技者 0.2 0.2 0.2

女性社員（長期）総数に対する女性管理職比率（%）※1（b） 23.6 24.2 23.8

障がい者雇用率 （%） 2.2 2.0 1.9

労働組合加入率（（%）※2 陸上職（海技者含む） 84.6 85.1 83.9

海上職（船長除く） 100.0 100.0 100.0

※1 �2021年度より集計基準を変更。併せて2019年度〜2020年度の数値を修正しています				     
算定方法：(a)女性管理職（人）/全管理職（人）、(b)女性管理職（人）/女性総数（長期）（人）	 		

※2  �日本人社員（海上職）は船長を除いて全日本海員組合に加入しています。 
同組合は、日本の海事関連産業で働く人たちで結成される日本で唯一の産業別労働組合

支援体制
2019年度 2020年度 2021年度

有給休暇平均取得日数（日）※1 17.2 15.4 17.4

有給休暇平均取得率（%） 62.9 56.3 61.3

産前産後休暇取得者数（人）※2 14 8 20

産前産後休暇取得者率（%） 100 100 100

育児休業制度利用者数（人）※2 ※4 合計 35 29 53

男性 23 22 37

女性 12 7 16

育児休業制度利用者率（%） 合計 51.5 43.9 68.8

男性 41.1 37.3 60.7

女性 100 100 100

育児休業制度利用後の復職率（%）※4 100.0 100.0 91.0 （退職者1名）

育児休業制度利用後の定着率（%）※4 93.8 （退職者1名） 100.0 100.0

育児短時間勤務制度利用者数（人）※2 合計 25 21 8

男性 1 1 0

女性 24 20 8

ワーキングマザー（人）※3 61 71 87

介護休業制度利用者数（人）※2 合計 0 0 1

男性 0 0 1

女性 0 0 0

介護休業制度利用後の復職率（％） 該当なし 該当なし 100.0

介護休業制度利用後の定着率（％） 該当なし 該当なし 100.0

※1 海上、出向者除く/夏季休暇を含む　
※2 退職者を除く延べ利用者数　
※3 義務教育までの子供を持つ母親／休業中を除く 
※4 2021年度より厚生労働省の基準に集計基準を変更。併せて2019年度～2020年度の数値を修正しています

参照：「人事データ」
	 https://www.nyk.com/esg/social/data/
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人材育成
考え方

体制

▲

方針

▲

責任と体制

「国内外グループ各社の多様な人材を、グローバルなフィールドでたゆみなく育成する」
幅広い事業分野で、さまざまな国籍を持つ日本郵船グループの社員に向けて、一人ひとりが、その持てる能力を最大限に
発揮できるよう、HR（Human Resources）理念を2005年に定めました。次代を担う人材の育成を目指して、

	 1. 異文化や異質な考え方に対する包容力と柔軟性
	 2. 明確な目標を自ら設定し、周囲を引っ張っていくことができるリーダーシップ
	 3. 専門分野に止まらず広い視野を持って全般的な管理業務もこなせるマネジメント能力

の育成に力を注いでいます。

■ HR理念

  GHRによる人材の有効活用
人事グループGHR※統轄チームと世界各極の人事責任者
が連携し、組織・育成計画・育成手段・人材交流の4つの
柱に基づく各種プロジェクトを推進しています。

※ GHR（Global Human Resources）
グローバルに事業展開する当社グループ全体を視野に入れた人事組織

GHR推進 4つの柱

人材交流
多様性の尊重

育成手段
戦略的OJT+
研修プログラム

※1 Global Human Resources　　※2 Career Development Plan

組織
地域HRとGHR※1

育成計画
CDP※2の充実

  グローバルな地域人事担当者の役割
世界各地に展開する当社グループ会社のグローバルな
人材育成において、各地域統轄会社のRHR（Regional 
Human Resources Representative 地域人事担当者）
が重要な役割を果たしています。

RHRが担当地域内各国のグループ会社と本社の掛け橋
として、部門や国を超えて、人材育成についての情報共有.
や意見交換を行い、また本社への提案や報告を通してHR
理念の推進と浸透に貢献しています。

取り組み

▲

人材育成・研修制度

当社グループは、グループ社員の総合力強化を目指す
研修体系「NYKビジネスカレッジ」のプログラム内容の
充実を図っています。毎年60種以上の研修が実施され、
2021年度は延べ2,228名以上のグループ社員が参加
しています。さらに、eラーニングプログラムには国内外
合わせて延べ44,696名が参加し、ESG、環境、コンプラ
イアンスなどをテーマとした当社グループの取り組みに

ついて学んでいます。
また、次世代を担う人材が視野を広げ、リーダーシップ、
マネジメント力を強化・伸張させる育成を目的とした、
若手から中堅社員を対象とした階層別研修も実施してい.
ます。“Bringing value to life.”の企業理念に沿って、
ステークホルダーの皆さまに貢献できるグループ社員の
育成に取り組んでいます。

■ NYKビジネスカレッジ
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2002年より、当社グループの世界の各拠点から選抜
された管理職を対象に年に一度、東京本社にて行う.
集合研修“Global NYK Group Week”を実施しており、
国や会社、部門の垣根を越えたネットワークの構築や、.
NYKグループ・バリューの浸透を図っています。また、
本社社長との直接対話や、経営陣への提言プレゼン
テーションなどを通じて、事業運営への参画意識を高める
ことも目的としています。

グローバル企業として、社員の多様性と挑戦する気概を
尊重し、人材育成に力を注ぎ、夢と誇りを持って働ける
日本郵船グループを目指しています。

演習
受講者自らが選んだテーマをもとに、社内外の関係者に
面談、アンケート調査などを実施しながら社内の業務
改革・新たな市場の創造に挑戦します。演習の最後には、
社長をはじめとした経営陣に提言します。
加えて、今後ますます加速する経営環境の変化に対応し、
ビジネスチャンスを掴むために、基礎的なプログラミング
言語を用いた統計分析、機械学習などの体験学習も行い
ます。

階層別研修

● キャリアデザイン研修
● マネジメント強化研修
● 新任チーム長研修

● 新入社員研修
● 2年目研修
● NYK TECH セミナー

● 幹部社員研修

NYKビジネスカレッジ（主なプログラム）

一般ビジネススキル系
● 財務研修　　● 法務研修　　● ロジカルライティング研修

海運知識系
● 船舶運航管理研修　　● 船荷証券研修　　● 海事法務研修

マネジメント /コミュニケーション系
● 中堅社員研修　　● メンター研修　　● Global NYK Group Week

当社グループは、将来を担い強力に変革をリードできる
人材を育成するために、NYKデジタルアカデミーを創設
しました。国内外で事業開発を行った経験を持ち、現役の

大学講師として教鞭をとる社員らが講師となり、社外の
著名な大学教授・学識経験者を招聘し、基礎講座と演習
の２部構成で運営しています。

■ NYKデジタルアカデミー

■ Global NYK Group Weekの実施

基礎講座
当社グループの物流・海運の新規事業事例を用い、経営者として求められる基本的な素養を習得します。
● 財務諸表・非財務情報に関する基礎的な知識
● 統計解析などの数理科学を収支や業務品質の向上などに応用する手法
● �VUCAの時代に生き抜くために、チームワークでお客さまに新たな価値を創造するサービスを提供し、モチベーション
を高めるストーリーを作る手法としてデザイン思考など

実績
受講者数 延べ61名

(2019年度下期～2022年度上期)

対象者 中堅社員〜若手管理職
職種（陸上職事務系・技術系、海上職）
所属部署、性別の多様性を確保
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「運航マイスター」は、安全運航の徹底、運航効率の
向上を図るオペレーターの育成を目指して2009年度に
設けられた社内資格制度です。受験対象は当社運航船
のオペレーション経験者で、海外現地法人にも門戸を

開いています。認定資格取得のためには研修の受講と
筆記試験の合格が必要です。グループ全体の資格認定者数
（累計）は、プラチナ15人、ゴールド177人、シルバー
318人の計510名となりました（2022年3月末現在）。

■ 社内資格「運航マイスター制度」
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当社は、当社グループ運航船の船員に要求する知識・技術
の要件を当社独自の統一基準「NYK Requirements」.
として定め、幅広い技術や高い専門性を習得するため.
の船員教育プログラム「NYKマリタイムカレッジ」を
整え、船員育成を進めています。新人船員へのOJT※1.

教育をはじめ、各船に当社開発のeラーニングプログラム
“NYK-STARS※2”を導入し、船上でのスキルアップを

図っています。陸上においては、世界各地の研修所
および船舶管理会社において当社グループ統一の教材・
カリキュラムを用いた講義やシミュレータを利用した
高度な訓練を行っています。また、休暇中の船員がオン
ラインで研修を受講できる“HELMS※3”を運用し、渡航
制限下でも船員教育を継続できる体制を構築してい
ます。

■ NYKマリタイムカレッジ

※1 OJT
On the Job Training

※2 NYK-STARS
NYK-Shipboard Training and Assessment Record System
自動車専用船用のPCC-STARSなどの荷役に特化した船種別のSTARS、ディーゼルエンジン・スチームタービンエンジンなどの機関関連の
STARSなど、さまざまな種類がある。

※3 HELMS
Handy E-Learning Management System

日本

海外

● 船員を養成する大学/高等専門学校
● 一般大学（自社養成）

● フィリピンの商船大学(NTMAほか)
● インド、東欧、その他の商船大学

海技免状取得前 海技免状取得後

NYKマリタイムカレッジ
NYK統一基準に基づく

効率的な技術向上のための教育訓練プログラム

船上訓練
独自開発した教育ソフト
STARSの活用とOJTの実施

陸上訓練
各種シミュレータを利用した

高度な訓練を実施
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▲

評価制度
当社では、公正な評価を実現するために、全社員を対象に期
末の人事考課において、直属上長による考課に加え複数の
考課者による多面評価（下位/中位等級に対してはグループ
評価委員会、上位等級に対しては役員考課および人事企画

委員会）を実施しています。評価結果については評価理由を
本人へフィードバックすることで気付きを与え、社員の成長
を促します。また、育成の機会均等を図るために、学びを
補完する幅広い人材育成研修を実施しています※。

※ 主に陸上職を対象としたNYKビジネスカレッジと、当社フリートに乗船する船員を対象としたNYKビジネスカレッジを開講しています。

教育
2019年度 2020年度 2021年度

平均研修参加時間（時間）全平均 67.4 43.0 61.5

陸上職※1（海技者を含む） 30.3 17.2 16.9

海上職 210.7 142.1 230.5

平均教育・研修費用（円） 全平均 255,107 177,610 228,750

陸上職※2（海技者を含む） 140,304 85,021 113,006

海上職 697,821 533,995 667,968

※1 社外研修除く
※2 社内・社外研修対象			 
　		

※ �新型コロナウイルス感染症の影響により2019年度末より研修所で実施する講義が減少して
います

NYKマリタイムカレッジは、船員の国籍や研修受講地にかかわらず、全世界で均一な研修プログラムを提供し、効果的に
技能向上を図れる仕組みです。

20
17

20
18

20
19

20
21

20
20

　

(人)
8,000

6,000

4,000

2,000

0

日本
フィリピン
インド
クロアチア
ルーマニア
インドネシア
その他

(年度)

NYKマリタイムカレッジ受講者数（国籍別）
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労働安全衛生
考え方

▲

方針
当社は「行動規準」を定め、労働安全衛生に対する考えを次のように明記しています。

参照：「日本郵船株式会社  行動規準」（P.6）
	 https://www.nyk.com/profile/pdf/code_of_coduct.pdf

また、当社グループはグローバルな事業活動を展開する上で、サプライチェーン全体での労働安全衛生に関し、「取引先に
対するCSRガイドライン」を掲げ、お取引先の皆さまへのご理解とご協力をお願いしています。

Ⅰ 安全性の追求、地球環境の保全
【安全性の追求】
（１）基本に忠実、かつ継続的な安全活動を遂行し、安全の確保を徹底するよう、

適切な措置を講じる。

（２）サイバーテロの脅威や自然災害等のあらゆる緊急事態に備え、組織的な危機
管理の徹底に努める。

Ⅳ 働きやすい職場環境の実現
【安全で衛生的な職場環境の構築】
安全かつ衛生的な職場環境を保持し、日ごろから事故・労働災害の防止に努める。

第１章  サービス品質の向上、安全性の追求、環境の保全
（１）船舶の安全運航の徹底と更なる向上のため、基本に忠実に業務を遂行すると

ともに、 安全輸送技術の向上のため日々研鑽に努めます。

（２）海上におけるテロ（含むサイバーテロ）、海賊行為、自然災害等のあらゆる脅威に
備え、各自が連携して組織的な危機管理の徹底に努めます。

（３）その他当社サービスの各現場における安全管理の徹底と技術の向上に努めます。

第６章  働きやすい職場環境の実現（抜粋）
６－３ 安全で衛生的な職場環境の構築
（１）当社は、安全かつ衛生的な職場環境の保持を最優先課題とし、日ごろから事故・

労働災害の防止に努めます。

（２）当社は、従業員の心と身体の健康保持や増進のための施策に積極的に取り組み、
快適に働ける職場環境の確保に努めます。

（３）当社は、各国法令における違法薬物の使用・所持を禁止します。また、業務遂行に
支障をきたす量のアルコール摂取を禁止します。

取引先に対するCSRガイドライン（抜粋）

日本郵船株式会社 行動規準（抜粋）

参照：「取引先に対するCSRガイドライン」（P.6）
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安全運航の確保が当社グループにおける事業活動の
基盤であるとの認識の下、社長を委員長とする「安全・
環境対策推進委員会」を2001年に設置し、国内外の
海上・陸上の関係者が一丸となって安全・環境に関する
活動を推進しています。同委員会では毎年、前年度の活動
をレビューし、当年度の活動方針や目標を決定しています。
また、同委員会で決定した活動方針は、安全・環境対策
推進委員会の船種ごとの小委員会で具体化し、各船の
安全推進活動として実行しています。

目標と進捗

取り組むテーマ 2022年度の目標 2022年度12月末の達成・進行状況

運航船の事故削減
（安全確保）

①重大事故ゼロ
②運航船遅延時間（ダウンタイム）
   10時間／年・隻
③緊急事態への準備対応

※数値については2020年度より集計方法を年度末から年末に変更しています。
①-1 NAV9000監査（会社・本船）の実施→監査実績152隻/6社  改善提案844件
①-2 DEVIL Hunting（Near-miss 3000活動）の促進→対象29社、報告59,920件
①-3 各種安全推進会議・安全セミナーの開催

→Global SEMC※1 Meeting（11月）(対面・リモート)ハイブリッド開催、Fleet安全推進会議(7月、.
2回 （午前:日本語・午後:英語））リモート開催、社長・船機長懇談会（9月）開催

①-4 安全・保安情報の発信→総計30通
①-5 安全推進・保安キャンペーンの実施（※訪船ではなく電話やリモートによる声掛け活動）

→241隻/401名
①-6 ビッグデータを活用した機関プラント事故防止の手法開発

→�当社運航船の機関プラントをモニタリングするため、フィリピンにRemote Diagnostic 
Center（RDC）を設立

→本組織とその取組に関し、一般財団法人 日本海事協会からInnovation Endorsementのプロバ
イダー認証において、最高評価となるクラスＳを取得

→SIMS3搭載開始 （毎1分の高粒度データ採取、更なるリアルタイム性の向上）
→Data Quality Management Systemの運用開始(SIMSデータの品質の監視）

②遅延時間ミニマイズ活動の継続→（全体）15.6時間/隻（うち機関事故）7.4時間/隻 
③-1 事故対応訓練およびレビューの実施→6回
③-2 �メディア対応訓練およびレビューの実施→メディア対応訓練（2023年1月実施予定）、社員向け

eラーニング実施（11〜１月）
③-3 コロナ禍における船員配乗問題の対応（Covid-19 Crew Change Task Forceの設置）

船主・顧客との
安全活動

①船主訪問、船主向けセミナーの実施
②船舶管理会社との情報共有の実施

①用船向けブラックアウト復旧テスト協力の呼びかけ、安全セミナーの実施、船主との情報共有、.
意見交換の実施

②ターミナル関係者、船舶管理会社、荷主関係者など社外関係者と緊急伝達訓練を実施（4回）

ターミナルの
事故予防と原因究明、

および情報収集

①内部監査制度を導入・実施。作業
が安全基準に則って行われている
かを評価
②国内ターミナル間での横断的な
相互安全パトロールを継続し、
現場力の底上げを狙う

①�（各社社内での内部監査を実施しているため、ターミナル個別での実施はしていない。）関係各社ごとで
の内部監査を実施中。

②安全パトロールの相互参加を定期的に実施中。ONE社との合同安全パトロールも実施している。

造船所・メーカーの
安全管理の徹底

各社の安全基準をベースに、安全管
理の徹底を実施

日本海洋科学（旧郵船エンジニアリング）のQMSに基づき、各建造船の監督室における定期パト
ロールや日々の現場における是正要求を活用し、安全管理を実施。

災害に対する備え

①全社事業継続計画（BCP）文書の更新
②防災計画と事業継続計画の実効性
を高めるため、防災訓練とBCP訓
練を実施

①BCP文書改訂（5月）
②定期的な防災訓練、BCP訓練の実施。全社員対象としたITツールを活用した緊急連絡訓練の実施　

働き方改革

①性別を問わず、多様な人材が活躍
できる、環境の整備と職場風土醸成
②労働時間の削減、ワークライフバラ
ンスの推進、ワークスタイル変革や
ITの活用等による環境の整備、効
率性・生産性の向上

③社員の健康増進

①�イクパパセミナー、産休前・復職前面談、復職後面談に加え、メンター制度を実施し、働き方や時間的
制約があっても高い意識でキャリア形成できるよう支援を行った
②�引き続き全社員を対象に在宅勤務を実施しており、フレックス勤務制度の利用促進など働き方を見直し、
労働生産性向上に対する社員の意識付けを行った
③�健康経営優良法人（大規模法人部門）に6年連続で認定.
チャリティRUN+WALK+αを開催、健診受診の徹底（本社健診受診/予約率99.3%）

体制▲

責任と体制
■ 安全・環境対策推進委員会

安全・環境対策推進委員会（SEMC）
委員長（社長）

安全対策推進本部長
（CSO（Marine））
［安全担当役員］

安全対策推進本部
（運営委員会）
事務局

［海務グループ長］

N-MEC技術委員会※
委員長［技術本部長］

事務局［海務グループ、技術本部統轄グループ］
委託［NYK SHIPMANAGEMENT社］

上級環境管理責任者（ECEM）
［ESG戦略担当役員］

環境対策推進本部
（運営委員会）
事務局

［脱炭素グループ長］

安全・環境推進体制図

※ N-MEC技術委員会（NYK MARITIME EDUCATION TECHNICAL COMMITTEE）
船員教育・訓練および育成を目的とした委員会。2018年10月より、安全対策
推進本部の下部組織とした。
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社員の安全と健康は当社事業活動の基盤であり、経営に
おける最優先事項の一つと考え、健康経営を推進しています。
健康経営強化のため、日本郵船健康保険組合とタイ.
アップし、2015年4月にPOPEYEプロジェクト（Promotion 
of Physical & Mental Enrichment of Yusen 

Group Employees）を立ち上げました。社員が生き生き
と働き、能力を最大限に発揮できるように、社長を最高
責任者とし、管掌役員、担当役員、人事グループ長、NYK
グループ健康管理センター（社内診療所）、同健康
保険組合が一体となって健康経営を推進しています。

■ 健康経営 　　　

健康経営推進体制

具体的な取り組み健康経営推進責任者（社長）

日本郵船労働組合
人事グループ

総務グループ

ESG経営グループ
(サステナビリティ 
イニシアティブチーム)

衛生委員会

社員食堂

健康増進イベント

人事グループ長

連携

連携

日本郵船健康保険組合

NYKグループ健康管理センター
（産業医/専門医/保健師/健康経営推進者）

健康経営推進責任者
（社長）

人事グループ管掌役員
（総務本部長）

人事グループ担当役員

POPEYEプロジェクト

▲

マネジメントシステム

当社グループは、「安全なくして信頼なし。信頼なくしてビジネスなし。」の考えの下、時間や手間を惜しまず安全運航の
徹底に注力しています。

■ 安全基準NAV9000

※グローバル・マリタイム・クオリティ・アシュアランスチーム
　本店の海務グループ グローバル・マリタイム・クオリティ・アシュアランスチーム

日本郵船

お客さま

営業部署 結果報告

①アセスメント、
　是正要求

②是正報告

③是正処理の
　有効性確認
フィードバックの実施
安全レベルの
向上を サポート 

要求事項のアップデート 

顧客要求の
インプット

グローバル・ 
マリタイム・ 
クオリティ・ 
アシュアランス
チーム ※

船舶

パートナー 

船主/船舶
管理会社

安全運航と環境保護を
目的としたNYK基準
「NAV9000」

（約1,500項目のチェックリスト）

高い安全性の説明
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NAV9000のアセスメント活動では、パートナーである.
本船乗組員・船舶管理会社の安全レベルを評価し、安全
文化の醸成に向けて共に考えるために対話を重視して
います。「パートナーと共に」をキーワードとして掲げ、.
日本人のみならずインド人、フィリピン人評価員※による

現場確認や関係者との強いパートナーシップを維持し、
安全を先取りした高い安全管理体制を実現しています。

※�評価員は外部機関の監査員研修を受講した当社グループの船長、機関長を
起用しています。

安全輸送の高度化と品質維持向上を図るため、国内外のグループ会社において「ISO45001」の認証を取得しています。
2023年2月末時点では、NYKグループスタンダード会社199社のうち5%にあたる11社が取得しています。

● NYK LNGシップマネジメント（株）
● NYKバルク・プロジェクト（株）
● NYK AUTO LOGISTICS (KAZAKHSTAN) LLP
● PT.PUNINAR YUSEN LOGISTICS INDONESIA
● YUSEN INCI LOJISTIK VE TICARET A.S.
● YUSEN LOGISTICS (AUSTRALIA) PTY.LTD.
● YUSEN LOGISTICS (CZECH) S.R.O.
● YUSEN LOGISTICS (POLSKA) SP.ZO.O.
● YUSEN LOGISTICS (UK) LTD.
● YUSEN LOGISTICS (THAILAND) CO., LTD.
● UPYI LOGISTICS SOLUTIONS CO., LTD.

■ 労働安全衛生マネジメントシステム（ISO45001）

NAV9000のPDCAサイクル

当社グループは、1998年から独自の品質保証規格
「NAV9000」に基づく安全運航推進活動を展開してい
ます。「NAV9000」は、人命と運航船舶の安全の確保と
環境保護の責任を果たすことを目的に、国際条約、業界.
基準ならびに業界のグッドプラクティスをはじめ、これまで
当社が蓄積してきた事故の再発防止策、お客さまの要求
事項など約1,500項目を集約した独自の品質保証規格

です。運航船約750隻（他社からの用船を含む）すべてに.
展開し、この基準をもとに年間250隻以上の船舶、
約30社の船主・船舶管理会社の安全アセスメントを実施
しています。
なお、NAV9000による安全推進活動については、日本海事
協会よりISO9001の認証を受けています。
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▲

緊急時の対応
■ 緊急対応ネットワーク
世界中のあらゆる海域で発生する事故・トラブルに備え、世界各極に緊急対応のためのネットワークを構築しています。
緊急事態に迅速に対応できるよう、定期的に事故対応訓練を実施しています。

※1 コロナ禍により2020年4月以降訪船安全アセスメントを延期。
      2020年8月1日からリモート本船安全アセスメント（NAV9000 e-Audit開始）
※2 2020年から集計方法を年度から年計へ変更。2020年は2019年度分と一部重複（2020年1～3月分）

参照：「事故対応」（P.100）
▲

リスク評価
当社は、「リスク管理委員会」（年2回開催）において、定期的
にリスクの洗い出しと評価を行っています。船舶や航空機等
の重大事故などのオペレーションリスクは当社の経営に大
きな影響を及ぼす可能性があると認識しています。また、
そのほかの労働安全衛生関係の課題もリスクと認識し、
経営への影響と頻度で分類したリスクマップを作成の上、
現状のリスク度合いや潜在リスクの所在等の把握を行って
います。

また、当社は、他社からの用船を含むすべての運航船舶に
対して、当社独自の品質保証規格である「NAV9000」を
適用しています。定期的な安全アセスメント活動を通
じて、船舶や船舶管理会社の「NAV9000」遵守状況を.
モニタリングし、必要に応じて指摘や是正要求をするほか、
乗組員、船舶管理会社との対話を通して、安全意識の
醸成を図っています。
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■本船安全アセスメント　■指摘件数　■是正要求

1,064
650

97

(件)

NAV9000監査実績

※1

ESG DATA BOOK 202296

EnvironmentNYK Group's ESG Social Governance

労働安全衛生



※ SIMS（Ship Information Management System: 船舶パフォーマンスマネージメントシステム）
エンジンや各種機器のデータをはじめ、船舶の速度や揺れ、風速や潮流といった気象情報まで、
詳細な実海域データをリアルタイムにモニタリングし、船上と陸での情報共有が可能。

※ DEVIL Hunting!
DEVILは、Dangerous Events and Irregular Looks（不安全行動や不安全状態）の略。
重大事故に至らないように、前兆や要因などを初期の段階で排除することを目的とした活動。　

船舶の機関事故や漏電、火災等につながる可能性のある事象をいち早く検知することを目的に、SIMS※で収集した機関系
データの異常値分析を進めています。異常値の検知システム導入により、異常値の検知能力が高まり、重大事故の未然
防止につながっています。 

ニアミス3000活動
当社グループの「ニアミス3000活動」は、事故を未然に
防ぐことを目的とし、ハインリッヒの法則を参考に、見過
ごしがちな事故の予兆を対象としています。初期の段階で
事故の芽を摘み取る活動を「DEVIL Hunting!※」と名付
け、2006年から当社グループのパートナーである船主や
船舶管理会社と共に展開しています。

この活動は乗組員の安全意識を啓
発し、衝突事故の予防、機器の故障
予防、作業中の事故防止など、日常
業務の中で常に安全意識を持って
行動することで、より安全で作業しや
すい職場環境を目指しています。

取り組み

▲

労働安全の取り組み

遅延時間の計測
当社グループは、船舶の安全運航の達成度を計測するため、事故・トラブルによって運航が停止した時間（ダウンタイム※1）
を指標として取り入れ、遅延時間“ゼロ”を目指し取り組んでいます。

■ 海での取り組み

※1 �ダウンタイム 
衝突、座礁、機関事故等により本船サービスが停止したすべての時間

※2 �2020年から集計方法を年度から年計へ変更。 
2020年は2019年度分と一部重複(2020年1～3月分)
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船員の負傷・疾病件数
船員の健康維持は、船舶の安全運航に欠かせないこと
から、乗船前の健康診断に加え、船内での定期的な健康
チェックを行っています。船長を中心とした船内安全衛生
委員会の実施、NAV9000およびニアミス3000などの
諸活動を通じた船内の安全・衛生環境の確認を行い、
安全意識の向上とケガや人身事故などの防止を図ります。
負傷・疾病データやニアミスデータを収集・解析すると
ともに、発生状況の把握および安全・衛生活動の有効性
を検証し、さらなる改善につなげています。

海上労働証書（MLC証書）
船内労働環境におけるILO海上労働条約（Maritime 
Labour Convention）の遵守に関し、海上労働証書
（MLC証書）を当社グループの全運航船にて取得してい
ます。当社独自の品質保証規格である「NAV9000」は、
このMLCを含む国際条約の柱であるSOLAS、STCW、
MARPOLへの遵守を、要求および確認事項に含んで
おり、船内での労働安全衛生の向上を図っています。

Triple “C” Task Forceの結成と「ネプチューン宣言」への署名
コロナ渦における世界的な移動規制により、船員は期間
を延長し乗船勤務をせざるを得ない状況になりました。.
これらの船員交代問題を解決するため、社内の各組織を有
機的に連携させることを目的にCOVID-19 Crew Change 
Task Force (Triple “C” TF)を2020年9月に設立し、
世界各地での乗下船の可能性調査、移動手段、隔離体制
のセットアップなどに加え、官公庁、他業界、社外関係者と

の連携を図っています。また、長期間会えない家族との
コミュニケーションを勘案し本船通信環境を強化しました。
2021年1月、当社は新型コロナウイルス感染症による
前例のない船員交代の危機に終止符を打つため、世界的
な行動を呼び掛ける「乗組員の健康と乗組員交代に関する
ネプチューン宣言」に
署名しました。

社内診療所
当社本店には、社内診療所があり、産業医、専門医（循環
器、消化器、呼吸器、内分泌代謝）、保健師が在勤し、社員
がいつでも健康について相談・受診できる体制を整えて

います。健康診断や健康指導のほか、感染症予防のため
予防接種なども実施しています。

■ 陸での取り組み

DEVIL報告件数 2021年DEVIL要因

0

20,000

40,000

60,000

80,000
(件)

(年度/年)※

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

機器/部品の
不具合
18％

安全意識の欠如
22％

手順不遵守
47％

その他 9％知識/理解の不足 4％
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200

100

300

400

500

600

0
(年度)

(件)

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

●  疾病　●  負傷／事故
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衛生委員会
産業医、衛生管理者、社内関係者（人事グループ）、社員代表として日本郵船労働組合の書記長・副書記長が出席し、
月に一度社員の労務状況（時間外労働や休暇取得状況等）や健康管理（健診受診率等）などの情報を共有し、意見を交換
しています。健康と安全が重要課題であるとの共通認識のもと、労働組合と人事グループが協力し、時間外労働の削減、
休暇取得の推進などさまざまな取り組みをしています。

健診受診率
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メンタルヘルス
当社では、メンタルヘルス対策として、さまざまな取り組みを行っています。

● 社内診療所	 ： 精神科医3名が勤務
● 外部相談窓口	 ： 24時間365日、電話・Webで相談可
● ストレスチェック： 従業員50名以上の事業場での実施義務あり.
　　　　　　　　　当社グループは人数にかかわらず、国内外、船上すべての事業場にて実施
● 研修	 ： 階層別研修にて当社精神科医、外部講師からメンタルヘルスについて講義

航空部門の安全への取り組み
日本貨物航空（株）は、2022年10月19日付で国際.
航空運送協会（IATA）が運営する国際的な運航安全監査
プログラム、IOSAの認証を更新しました。有効期限は
2023年10月19日までです。
このAuditは航空会社の運航が安全に関する国際基準に
基づき実施されていることを確認するもので、監査項目は
900項目にも及び、運航、整備のみならず、安全管理体制
も確認される広範なものです。この監査項目は、毎年見直
され、最新の国際基準が反映されます。監査員5名で5
日間にわたる監査が実施され、2年ごとに更新のための
監査を受験し、合格する必要があります※。IOSA認証を維

持するということは、国際的
に高い水準で安全な運航を.
行っていることが認められた.
ということになります。この水
準を維持するため、毎年、社内
監査を行い、IOSAの監査
要求事項を満たしていること
を継続的に確認しています。

■ 空での取り組み

has been successfully registered as an IOSA Operator 
under the IATA Operational Safety Audit program (IOSA), 
in accordance with the provisions of the IOSA Program Manual. 

IATA is proud to recognize that 

Valid until: 

Senior Vice President

2161

Nippon Cargo Airlines Co Ltd

19 October 2023

健診受診率
当社は、社員の健康維持・増進の一環として、健診受診率
100%を目指しています。健診は受診することではなく、
社員が自身の健康状態を把握し、疾病予防・重症化予防

に役立てることが本来の目的であるため、有所見者に
対しては産業医・専門医が診療・指導しています。

※ �2022年度はCOVID-19の状況下により、IATAが定めた特例により対面式から
リモート式による受審に変更され監査対象項目が減少。そのため、有効期間は
2年から1年に短縮されている
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▲

安全研修
■ 海での取り組み
安全推進キャンペーン
安全推進の取り組みを当社グループの企業文化として
定着させ、さらなる活動を推進するために、安全推進
キャンペーン※を定期的に展開しています。その時々に
応じた共通テーマを設定し、海陸の関係者が意見交換を
行い、相互理解を深めています。キャンペーン期間中、
多くの役員、社員が船舶を訪問し乗組員と安全について
直接対話することや、船主や船舶管理会社などの関係者
にお集まりいただき議論を深める機会を設けることで、

現場により近い活動となるよう工夫しています。
日々の情報共有のツールとして、事故速報を周知する
“CASUALTY REPORT”、事故・トラブルの予防指針を
伝える“SAFETY BULLETIN”、機関系情報に特化した
“MARINE ENGINEERING INFORMATION”、保安
情報に関する“SECURITY INFORMATION”など、
即応性に配慮した情報配信により、安全推進活動のさら
なる強化に努めています。

※ 安全推進キャンペーン「Remember Naka-no Se（夏季）」「SAIL ON SAFETY（冬季）」
毎年、夏、冬の2回実施。夏は1997年に東京湾にて発生した原油タンカーDIAMOND GRACE号の座礁事故を教訓とした活動。
冬は、冬季の荒天に起因する事故を含めた海難の防止を主なテーマとして実施。
経営トップをはじめ陸上社員が運航船を訪れ、安全運航の実施状況の検証などを行っている。

▲

事故対応
■ 事故対応訓練
事故発生時に迅速に対応できるよう、定期的に事故対
応訓練を実施しています。より現実的な訓練にするため、
船舶の種類や大きさ、事故、トラブルの内容を毎回変更.
しています。訓練では運航船や船舶管理会社に加え、
官公庁やお客さまなど多くの関係者にも参加いただいてい.
ます。2022年9月の訓練時には、国土交通省海事局、
第五管区海上保安本部、神戸海上保安部、一般社団法人

日本船主協会、一般財団法人海上災害防止センター、
共栄タンカー（株）にもご協力いただき、実践的な訓練を
行いました。2017年にDIAMOND GRACE号の事故
から20年目を迎え、当時の教訓を風化させないよう油流
出時の事故対応見直しのほか、訓練のレビューにも重点
を置き、関係者からの意見をもとに事故対応の強化を
図りました。

参照：「重大事故対応訓練を実施」
	 https://www.nyk.com/news/2022/20220928_02.html

日本郵船グループ連結 労働安全衛生
2019年度 2020年度 2021年度

LTI率 1.55 2.22 2.00
死亡者数（人） 1 1 1
死亡率（％）※ 0.00 0.00 0.00

算定方法：（休業を伴う労災件数）/（延べ労働時間） × 1,000,000
　　　　  なお、延べ労働時間は2,000時間/人の見做しとして算定
※ 2021年度より集計基準を変更。併せて2019年度～2020年度の数値を修正しています。

日本郵船単体 労働安全衛生（有期雇用含む）
2019年度 2020年度 2021年度

労働災害※1件数（件） 合計 1 2 2
陸上職（海技者含む） 0 0 0
海上職 1 2 2

LTI率※2 0.44 0.00 0.41

死亡者数（人） 合計 0 0 0
陸上職（海技者含む） 0 0 0
海上職 0 0 0

休業日数（1日以上）（日） 合計 89 0 71
陸上職（海技者含む） 0 0 0
海上職 89 0 71

※1 通勤災害を除く
※2 陸上勤務中の海技者※、グループ会社からの出向者および業務委託等の契約者を含む 
　　本支店勤務の社員
　　算定方法：（休業を伴う労災件数）/（延べ労働時間）×1,000,000
※ 海技者   海技免状保有者（海技免状取得のための海技大学校在籍者を含む）

合計

699

うち遅延ゼロ船
運航隻数(隻) 運航船1隻あたりの遅延時間（時間／隻）

全体 機関
事故件数（件）

合計 うち遅延発生分
488

（70%） 10,930 15.6 7.4
921

（1.32件／隻）
308

（0.44件／隻）

2022年  海難事故データ

※ 海難事故データについては、2020 年より年末集計 ( 集計期間：1月～12 月 )に変更となりました
※ 事故件数については、機器トラブル等、運航遅延の発生しない軽微なものを含みます
※ COVID-19 関連の遅延については上記集計には含んでいません

総遅延時間（時間）

関連データ
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  活動方針

■ NYKグループ サステナビリティ イニシアティブ（NYKSI)
当社グループは、ESGを経営の中心に据え、積極的に推進する当社グループの重要な経営戦略方針に則り、「海、地球、
そして人々への恩返し」をテーマに、主体的に社会・環境の課題解決に取り組み、その活動を通してすべてのステーク
ホルダーにとっての企業価値の向上を目指します。

コミュニティ
考え方

▲

方針

「海、地球、そして人々への恩返し」のテーマに沿った、青と緑を混ぜたターコイズをメイン
カラーとし、社会解題解決のための事業化の芽を大切に育てる意味から、地球に芽を付け
表現しています。

合計10億円／年

5.3
億円

3.2
億円

1.5
億円

既存
新規

課題の組み合わせからソリューション事業を創出
（例）「海の再生」×「産学連携」　
　　 海洋プラスチックごみ研究の取り組み

社外パートナーとの連携
● 寄付、会費　● 輸送協力　● ボランティア　● 自然災害支援　など

海事教育分野
● 氷川丸　● 歴史博物館　● NTMA

社会課題

環境課題

1. 持続可能な未来社会の実現
	� NYKグループの持つ様々な経営資源を広く社会に対して活用し、より良い未来の実現に寄与する活動を行う。主な
対象は、環境保全、途上国支援、共生社会の実現、次世代人材の育成とする。

2. グループ社員の社会課題解決に対する意識の向上
	� グループ社員がNYKSIの活動に参加することを通じて、異なる価値観・視点を取り入れることにより、NYKグループ・
バリュー「誠意」「創意」「熱意」ある企業風土の継承と社会課題解決に対する意識向上を目指す。

3. 社会との結びつきによるエンゲージメント向上
		� NYKSIの活動によって得られる様々なステークホルダーとの結びつきにより、当社グループが社会から継続的に必要と
されるためのあるべき姿に気づきを得て、夢と誇りを持って働けるNYKグループを目指す。

▲

活動を支援するための制度
当社グループは、NYKグループ サステナビリティ イニシアティブの基本理念と活動方針に基づいて、NYKグループで
働く社員の社会課題解決への挑戦を推進するために、さまざまな制度や仕組みを導入しています。

取り組み
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  ボランティア・ポイント制度

  マッチングギフト制度

  募金システム

  NYKグループ サステナビリティ イニシアティブ ポータルサイト

  NYKSIパートナーズ

  リサイクル活動への参加

  紀州みなべのアカウミガメ調査プログラム

当社グループ社員が行った社内外での社会貢献活動をポイント化して登録し、1年間の合計ポイントを金額に換算して当社
から社会貢献活動団体に寄付するものです。社員のボランティア活動を応援する仕組みとして2014年6月に導入しました。

社員が有志で福祉団体などに寄付を行う際、企業もそれと同等あるいは一定の割合を上乗せして寄付する制度です。

イントラネット上での入力により、給与天引きで社内での募金（被災者支援など）に参加することができるシステムです。

イントラネット上に「NYKグループ サステナビリティ イニシ.
アティブ」を開設しました。社内で実施している社外
パートナーとの連携活動や、当社グループ社員が発案し
実施へとつながった社会課題解決への挑戦とともに.

新たな事業化の芽の創出につながる案件の紹介、その
ほか社内イベント応募や災害時の募金にも対応し、
社会課題解決への貢献活動の浸透と活性化を図ってい
ます。

2015年に国内グループ社員有志によるボランティア活動
推進組織として活動を開始しました。2022年より、社会
課題解決への意識向上、地域との共生、そして企業価値向上
につながる活動を実施するNYKSIの活動をさまざまな形で.

共に盛り上げていくパートナー体制を新たに組織しました。
実績：チャリティRUN+WALK＋α、ボッチャ体験会、
ゴールボール体験会に参加、パラスポーツ運動会に参加、
ブラインドサッカー体験型ワークショップ

▲

環境保全
自然環境を舞台に事業を行うNYKグループは、海洋環境、生物多様性の保全活動など、環境保全に取り組みます。

2016年に認定NPO法人アースウォッチ・ジャパンと
協働し「紀州みなべのアカウミガメ調査」プログラムを
立ち上げました。毎年7月、当社グループ社員と一般公募者
を合わせた約20名がボランティアとして調査に参加し、
自然環境や生物の変化に対する理解を深めています。
和歌山県みなべ町は、絶滅のおそれがあるアカウミガメの

産卵地として本州最大規模を誇る地域で、1990年以降、
生態の解明調査が進められてきました。本プログラムでは、
日本ウミガメ協議会の研究者や地元の市民団体みな
べウミガメ研究班による指導の下、夜間に産卵のため
上陸したアカウミガメの個体識別標識（タグ）の確認や
装着、また甲羅の長さ・幅の計測などを行います。

当社では、使い捨てコンタクトレンズの空ケースや使い捨てカイロを回収し、各活動団体へ寄付しています。コンタクトレンズ
の空ケースはリサイクルしさまざまな商品へ再資源化、カイロの中身は自然環境を改善する活動に役立てられています。

当社は（公財）ジョイセフの『再生自転車の海外譲与活動』
と『思い出のランドセルギフト』に賛同し、コンテナ船を
運航するグループ会社と共に、アフガニスタン・カンボ
ジアなどへの輸送協力を実施しています。
届けられた再生自転車は現地の助産師や保健ボランティア
が地域住民を巡回訪問する際に使用され、保健医療の

普及活動に役立てられています。また、ランドセルは、
アフガニスタンの子どもたちが片道10キロ以上の危険な
山道を安全に歩くことができるように、教科書やノートを
入れて通学時に利用しています。ランドセルを背負って
学校に通う子どもたちの姿を目にすることで、教育の重要性
が認識され、基礎教育のシンボルにもなっています。

  中古ランドセル・再生自転車の無償輸送

▲

途上国支援 

NYKグループのリソースを活用し、途上国の人々に教育、健康、労働などの機会を平等に提供できる社会の実現を支援します。
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過去11年の自転車輸送実績（台）
2021年度 450 2017年度 800 2013年度 2,250
2020年度 450 2016年度 900 2012年度 2,010
2019年度 450 2015年度 900 2011年度 1,480
2018年度 800 2014年度 1,800

輸送台数　合計 (2000年度～2021年度) 40,154

過去11年のランドセル輸送実績（個）
2021年度 10,308 2017年度 12,965 2013年度 19,068
2020年度 9,567 2016年度 16,725 2012年度 16,722
2019年度 18,084 2015年度 15,780 2011年度 16,362
2018年度 21,058 2014年度 18,704

輸送量　合計 (2004年度～2021年度) 248,188

過去11年の絵本輸送実績（冊）
2021年度 15,179 2017年度 17,547 2013年度 14,706
2020年度 16,221 2016年度 17,222 2012年度 14,582
2019年度 17,588 2015年度 15,306 2011年度 14,243
2018年度 17,990 2014年度 13,632

合計 (2004年度～2021年度) 303,632

当社はアジアの子どもたちへ教育支援活動を行っている
（公社）シャンティ国際ボランティア会（SVA）の「絵本を.
届ける運動」に賛同し、コンテナ船を運航するグループ.
会社と共に、カンボジア・ラオスなどへ輸送協力を2004年
より実施しています。
SVAは1999年より日本で出版されている絵本に現地語の

翻訳文を貼って子どもたちに届けるボランティア活動を.
展開しています。現地では内戦や貧困のため、学校や
教材が不足しており、子ども向けの本を書く作家も
ほとんどいません。SVAが配布する絵本は図書館や学校の
授業などで使われ、識字教育や情操教育に役立てられて
います。

  絵本無償輸送

本店社員喫茶室で販売するコーヒーを2016年4月から
全面的にフェアトレード商品に切り替えました。フェア
トレードとは、開発途上国の原料や製品を適正な価格で
継続的に購入することにより、立場の弱い開発途上国の.
生産者や労働者の生活改善と自立を目指す「貿易の
しくみ」です。コーヒー以外にも紅茶やチョコレートなど、

グローバルな社会課題への意識向上と身近なところ.
から始める社会課題解決への貢献の一環として、認証.
ラベルを取得したフェアトレード商品を取り入れてい
ます。2021年度は約6.7万杯のフェアトレード認証
コーヒー紅茶飲料が販売されました。

  フェアトレード商品の販売

2009年4月より(特非)TABLE FOR TWO International
（TFT）の活動に賛同し、TFTヘルシー弁当の販売を開始、.
売り上げ個数に応じた金額を同団体へ寄付していました。
その後、2013年10月より週に1回、社員食堂にてTFT.
ヘルシーメニューを提供しています。1食当たりの寄付額
20円は開発途上国の子どもたちの学校給食1食分に

なります。2021年度は月平均266食分の
TFTメニューが販売されました。
TFT自動販売機（2010年12月～）も設置
しています。1本購入されるごとに当社と
キリンビバレッジ（株）より合計2％が、
(特非)TFTの活動へ寄付されます。

  ヘルシーメニューでTABLE FOR TWO活動を支援

使用済切手・外貨コイン・中古本などを社内で回収し支援団体に寄付しています。
各支援団体を通じて、子どもたちの教育支援や紛争・災害等に直面する人々の居住環境改善を支援しています。

  使用済切手・外貨コイン・中古本などの回収

ESG DATA BOOK 2022103

EnvironmentNYK Group's ESG Social Governance

コミュニティ



NYKグループではすべての人々が生きやすい社会の実現を目指します。

▲

共生社会の実現  

2019年4月より、不要となった海図を利用した封筒作成
ボランティアを社内で開始しました。完成した封筒は
日本点字図書館に寄贈し、視覚障がい者用具・点字図書の.

郵送に活用されます。海図封筒の作成にあたっては、
同活動を2015年より継続している当社グループの三菱
鉱石輸送（株）より、そのノウハウを習いました。

  海図封筒作り

かすたねっとは、（福）花水木の会が運営する一人ひとりが自分の能力に合わせていきいきと働くことのできる「就労の場」
です。当社は2011年より、素材にこだわったお菓子を喫茶室で販売し、その活動を応援しています。

自宅にあるタオルで作成した雑巾を回収し、NGO・NPOへ寄付しています。雑巾は寄付先施設の清掃や災害時の家屋
清掃や避難所で活用されます。

  かすたねっと焼き菓子販売

  雑巾づくり

NYKグループでは、未来を担う次世代の育成のために、当社リソースを活用しさまざまな取り組みを実施しています。

▲

次世代人材への育成

スワンベーカリーとは、「障がいのある人もない人も、ともに.
働き、ともに生きていく社会」の実現のために、（公財）ヤマト
福祉財団とヤマト運輸（現ヤマトホールディングス（株））が.
中心となって設立、1998年にオープンした銀座店を皮

切りに、全国で店舗を展開しています。
当社は2005年より、スワンベーカリーの
活動趣旨に賛同し、社内販売などを
通して応援しています。

  スワンベーカリー販売会

郵船みらいプロジェクトでは、「みらい」を担っていく世代に
海運業と社会が密接につながっていることを伝え、子ども
たちだけでなくステークホルダー、一般の方々を含めた
皆さんに、外航海運やそれに携わる船員の仕事について
理解していただき、「海運」のファンを増やしていく活動を
推進しています。

郵船みらいプロジェクトの具体的な取り組み
● 現役船員による出前授業
● 職業体験イベントへの出展
● ターミナル見学
● 船の一般公開
● 国際会議交流
● 商船系学校教員の外航貨物船体験乗船

  郵船みらいプロジェクト

参照：「郵船みらいプロジェクト」
	 https://www.nyk.com/esg/contribution/future/

2011年度から継続しているグループ社員の現地への派遣
活動に加え、2014年度より新入社員ボランティア研修を
開始、2018年度からは社員の家族もボランティアとして

参加しています。震災の記憶を風化させないよう、復興に
尽力する現地の方 と々の交流や畑の整備作業などの活動を
行っています。

  東日本大震災復興支援

NYKグループは、災害支援活動として寄付やグループ社員による現地での支援活動のほか、当社グループのリソースを
活用した支援も行っています。

▲

災害支援
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グローバルに事業展開する当社グループは、世界の各地域
コミュニティにおけるさまざまな課題や期待に応え、未来を
形づくっていきたいと考えています。海事産業発展のための

船員教育への貢献・投資や国籍を問わず「みらい」を担って
いく世代に海運業と社会との密接なつながりを理解して
もらうために、コミュニティのニーズに合わせて活動しています。

▲

コミュニティ投資

参照：	 ① 関連リンク「フィリピン商船⼤学NTMA開校10周年」	
	 https://www.nyk.com/esg/pdf/ntma.pdf

	 ② 関連リンク「郵船みらいプロジェクト」
	 https://www.nyk.com/esg/contribution/future/

	 ③ ニュースリリース「中国の上海海事大学、大連海事大学の学生に奨学金を授与」	
	 https://www.nyk.com/news/2022/20221212_03.html

当社は、大規模な自然災害が発生した際、被災者への
支援活動として国際人道支援を行うNPO法人ジャパン・
プラットフォーム（JPF）と協働で「日本郵船グループJPF
物資協働輸送プロジェクト」を立ち上げています。これは
2004年12月26日に起こったスマトラ沖大地震および
インド洋津波被害の被災地へ、JPFと連携して救援物資の

輸送を行ったことがきっかけでした。
このプロジェクトでは、被災者が本当に必要とする救援物資に
ついてJPFの参加団体であるNGOが事前に綿密な調査を
行います。調査に基づいて用意された物資は、当社グループが
運航するコンテナ船によって被災地に近い港まで輸送され、
さらに、JPFの参加NGOによって被災者の手元に届けられます。

  日本郵船グループJPF物資協同輸送プロジェクト

2015年8月、岩手県釜石市を拠点に菜の花大地復興
プロジェクトに取り組む(一社)ユナイテッドグリーンと
三陸菜種油「海と森のなたね油」のオーナー契約を締結.
しました。本プロジェクトは、津波による塩害農地や周辺の
耕作放棄地に菜の花を咲かせ、景観を改良するとともに、

収穫された菜種から食用油を製造して地域産品へと
育て上げるものです。当社がオーナーとなった菜の花畑
では、社員ボランティアが草刈や種まきなどの作業に参加
しています。収穫された菜種油は社内でチャリティ販売を
実施し東北支援団体へ売上金を寄付しています。

  菜の花大地復興プロジェクトの支援

関連データ
2020年

年月 災害 寄付先 社員募金額（円） 会社によるマッチング（円） 寄付金額（円）
2020年7月 令和2年7月豪雨 日本赤十字社 1,303,868 1,303,868

2022年
年月 災害 寄付先 社員募金額（円） 会社によるマッチング（円） 寄付金額（円）

 2022年11月 インドネシア・.
ジャワ島西部地震 インドネシア赤十字 3,000,000

2023年
年月 災害 寄付先 社員募金額（円） 会社によるマッチング（円） 寄付金額（円）

2023年3月 トルコ・シリア地震 トルコ赤新月社 10,000,000

2021年
年月 災害 寄付先 社員募金額（円） 会社によるマッチング（円） 寄付金額（円）

2021年6月 COVID-19 インド支援 タタ・スティール・ルーラル・
ディベロップメント・ソサエティ 酸素シリンダー998本

2021年7月 COVID-19 支援 15基金・団体 71,000,000

  2021年12月 フィリピン台風22号
NYK-TDG
FRIENDSHIP
FOUNDATION

1,321,000 6,500,000
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参照：	ニュースリリース「インドへ酸素シリンダー988本を無償提供」
	 https://www.nyk.com/news/2021/20210614_01.html

	 ニュースリリース「新型コロナウイルス感染症対策支援活動への寄附について」
	 https://www.nyk.com/news/2021/20210730_01.html

	 ニュースリリース「トンガ沖 海底火山噴火による被災地への復興支援を決定」
	 https://www.nyk.com/news/2022/20220315_01.html
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